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はじめに

• 社会の変容がかつてないスピードで進行し、不確実性が一層増しているなか、「2050東京戦略」に掲げる

2050年代を見据えた今後の都の住宅政策の方向性を定めるため、令和７年11月20日に東京都住宅政策

審議会は、東京都知事から「時代の大きな変化に対応した新たな住宅政策の展開について」（諮問第14

号）の諮問を受けた。

• これを受け、審議会から調査審議を付託された企画部会では、これまで６回の企画部会を開催し、令和７年

度第１回審議会において東京都から提示された論点テーマごとに、現状やこれまでの取組などを確認し、併せて

東京都が実施した関係専門家へのヒアリング内容なども踏まえながら調査審議を進めてきた。

• この中間報告は、企画部会が、2050年代を見据え、今後の都の住宅政策の方向性について議論した意見を

とりまとめ、審議会へ報告するものである。

• 引き続き答申に向けて、良質な住宅ストック及び良好な住環境の形成、住宅市場の環境整備並びに都民の

居住の安定の確保に関する目標やこれらの目標達成のために必要な住宅に関する施策について調査審議を

行っていく。
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開催日 区分 主な審議内容

11月20日 審議会 諮問

12月18日 審議会 諮問事項に対する審議

１月９日 企画部会 論点に係る議論（住宅価格、外国人）

２月６日 企画部会 論点に係る議論（既存住宅流通・空き家対策、子育て支援、住宅価格、外国人）

４月24日 企画部会 論点に係る議論（既存住宅流通・空き家対策、子育て支援、住宅セーフティネット）

５月20日 企画部会 論点に係る議論（住宅セーフティネット、マンション）

６月29日 企画部会 論点に係る議論（住宅セーフティネット、マンション、その他論点）

７月24日 企画部会 論点に係る議論（その他論点、企画部会からの中間報告の内容）

８月27日 審議会 本日（中間報告）

これまでの審議経過

2

追加

開催時期→開催日
に変更



・少子高齢化
・気候変動
・DXの進展
・働き方の多様化 など

諮問事由＜背景＞

東京都住宅政策審議会に対する第14号諮問の趣旨

• 住宅は生活の基盤であると同時に、都市を形づくる基本的な要素
• 東京の持続的な発展のためにも、居住の場としての魅力を高めていくことが必要

東京の目指すべき都市の姿

を示す上位計画

⇒ 改定に着手

《「2050東京戦略」に掲げる2050年代のビジョン 》 《 都市づくりのグランドデザイン 》

戦略17 まちづくり・住まい

日本の成長を牽引し、人がいきいきと輝く
都市・東京

■日々の暮らしの基盤である住まいの充実

や、災害に強い安全・安心な市街地の形

成により、子育て世代をはじめ、あらゆ

る人が集まり豊かに暮らせるまちの実現

将来ビジョンの実現に向け、ストックや市場機能の

活用、まちづくりとの連携などの視点を重視し、国や

区市町村等との役割分担も踏まえ、今後の都の

住宅政策の方向性を定めることが求められている
都民の住生活を

取り巻く
環境の変化等 

社会の変容

・単身高齢者の増加
・大量の「空き家予備軍」の存在
・マンションの老朽化
・住宅価格の上昇
・外国人等に係る不動産トラブル
・住宅における空き駐車スペース など

諮 問 事 項 時代の大きな変化に対応した新たな住宅政策の展開について

令和７年11月20日
住宅政策審議会資料
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視点 方向性の例示

都民のライフスタイルに応
じた住まいの選択を支え
る住宅市場の環境整備

✓ 様々な居住ニーズや地域特性等を踏まえ、以下のような施策に総合的に取り組み

・ 空き家の活用や既存住宅流通の活性化

・ リノベーションによる住宅供給

・ 子育てに配慮した住宅の供給

・ まちづくりと連携したアフォーダブル住宅の供給促進

✓ 適切な住宅選択に資するよう、住宅価格等に関する情報を効果的に都民に提供

都民の安全・安心な居
住環境の確保

✓ 都民の主要な居住形態であるマンションの管理適正化や再生円滑化、防災力強化

✓ 都営住宅等公共住宅に加え民間賃貸住宅も活用した重層的な住宅セーフティネットの構築

✓ 都営住宅の計画的な建替えやストック活用を通じて、地域のまちづくりやコミュニティ形成にも積
極的に貢献

✓ 外国人との秩序ある共生につながる施策の実施

時代が激動するこの機をチャンスと捉え、
2050年代を見据え、時代の大きな変化に対応した
新たな住宅政策の展開について、ご意見を求める

諮問事由＜今後の方向性等＞

こうした様々な課題に対応するには、国、区市町村、関連団体や民間事業者等との連携もますます重要
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１．東京都住宅政策審議会企画部会における意見のまとめ

２．目指す2050年代の住生活の姿（案）について

（参考）現行住宅マスタープランについて 

目 次
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１．東京都住宅政策審議会企画部会における
意見のまとめ
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1 総論

今後の都の住宅政策の方向性をご議論いただくにあたっての主な論点

○ 少子高齢化、気候変動、ＤＸの進展や働き方の多様化など、特に現行の住宅マスタープラン策定時（令和４

（2022）年3月）以降の社会の変容について、どのように捉えるべきか。

○ 最近の都民の住生活を取り巻く環境の変化と様々な課題に対して、都はどのように向き合うべきか。

○ 都の住宅マスタープランが即して定める必要がある国の「住生活基本計画（全国計画）」において、都が注視

すべき点は何か。

○ 「2050東京戦略」に掲げるビジョンの実現に向け、当面10年間の施策展開の方向性はどうあるべきか。

○ 「都市づくりのグランドデザイン」の改定にも着手する中、まちづくりと連携した住宅政策はどうあるべきか。

令和７年11月20日
住宅政策審議会資料

【既存住宅流通・空き家対策】

○ 都内の住宅ストックが引き続き増加している中で、既存住宅流通の活性化にどのように取り組んでいくべきか。

また、リノベーションによる住宅の供給促進に向けた施策はどうあるべきか。

○ 東京の地域性や住宅・不動産市場の状況を踏まえ、区市町村や民間等との適切な役割分担のもと、より効果的

な空き家施策はどうあるべきか。

○ 空き家の増加抑制の観点から、「空き家予備軍」を主なターゲットとした施策をいかに展開していくべきか。

2 主な論点（各論）
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【住宅セーフティネット】

○ 単身高齢世帯が今後大幅に増加することが見込まれる中、高齢者が孤立せず安心して暮らせる住環境をどのよ

うに整備していくべきか。

○ 地域のまちづくりやコミュニティ形成にも貢献するためには、都営住宅の計画的な建替えやストック活用をど

のように進めていくべきか。また、住宅セーフティネットの中核としての機能を、引き続きどのように果たし

ていくべきか。

○ セーフティネット機能の強化を進めるにあたり、区市町村や業界団体等とどのように連携していくべきか。ま

た、福祉施策とはどのように連携していくべきか。

【子育て支援】

○ 子育てしやすい住環境の整備に向け、子育てに配慮した住宅の供給促進に向けた施策はどうあるべきか。

【マンション】

○ 今般のマンション関連法改正を踏まえ、区市とも連携しながら、マンション管理適正化と長寿命化にどのよう

に取り組むべきか。

○ マンション建替えを一層促進するためには、どのような施策を講ずるべきか。また、マンションの防災力強化

のためにどのように取り組んでいくべきか。

【アフォーダブル住宅】

○ まちづくりとの連携などを含め、アフォーダブル住宅の供給促進にどのように取り組んでいくべきか。
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３ 都の住宅政策の捉え方

○ 都内において、区部と多摩部、島しょ部など地域特性が様々である中、それら地域特性等を踏まえた都の住宅

政策はいかにあるべきか。

○ 住宅・住宅市街地の更新・再生等が重点的に図られるよう、重点供給地域及びその指定のあり方はいかにある

べきか。

○ 様々な課題等への対応が求められる中、国、区市町村、関連団体や民間事業者等とどのように連携し、都とし

ての役割を果たしていくべきか。

※ なお、上記のうち、最近の住生活を取り巻く環境の変化（住宅価格、外国人など）については、先
行して早期に施策の方向性をご議論いただく予定

【最近の住生活を取り巻く環境の変化】

○ 住宅価格等が上昇する中、住宅政策としてはどのような対応が必要とされるか。

○ 外国人居住者が増加する中で、外国人との秩序ある共生社会の実現のため、住宅政策としてはどのような対応

が必要とされるか。

【安全な居住の確保】

○ 安全・安心で災害に強いまちづくり・住環境の形成のため、どのような対応が求められるか。

○ 耐震化や省エネ化など、住宅の質の向上に向けた施策をどのように展開していくべきか

○ 緑地やオープンスペースの確保などによる質の高い住環境を、どのように形成していくべきか。

【住宅・住宅市街地の質の向上】
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（１）最近の住生活を取り巻く環境の変化 P11

（２）既存住宅流通・空き家対策 P20

（３）子育て支援 P26

（４）住宅セーフティネット P33

（５）マンション P48

（６）住宅まちづくり、防災・減災、ゼロエミッション、ＡＩ・ＤＸ P57

企画部会において審議を行った論点
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（１）最近の住生活を取り巻く環境の変化
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23区の平均価格

東京都全域の平均価格

多摩部の平均価格

地域別新築マンション価格の推移

マンション価格の推移 ＜新築・中古ともに上昇傾向＞

◇ 都内の新築・中古マンション価格は上昇傾向。区部は上昇が顕著である一方、多摩部の上昇率は緩やか。

平均価格は区部が押し上げ。多摩は相対的に安価であるなど都内には様々な価格帯の住宅が流通

地域別中古マンション価格の推移
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7,646

6,973

3,667

7,828

7,105

3,780

2021（R3） （年）

（資料）不動産情報ライブラリ／国土交通省 より作成

8/17本部長から指摘があり、中古マンションの価格
情報を追加しました。
【戦略担当】

第1  第2  第3  第4  第1  第2  第3  第4  第1  第2  第3  第4  第1  第2  第3  第4  第1  第2  第3  第4  

2022（R4） 2023（R5） 2024（R6） 2025（R7）

（四半期）

11,181

13,613

10,134

5,890

6,699

11,855

（年）

追加
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市場の動向 ＜新築分譲マンションの販売戸数は減少傾向、金利は上昇傾向＞

◇ 建築費は近年上昇傾向。新築分譲マンションの販売戸数は、減少傾向

◇ 住宅ローン金利は、直近では上昇傾向も、中長期的で見れば低水準

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

1985

（S60）

1990

（H2）

1995

（H7）

2000

（H12）

2005

（H17）

2010

（H22）

2015

（H27）

2020

（R2）

2024

（R6）

（戸）

（年）

東京都

区部

市町村部

新築分譲マンションの販売戸数

（資料）建築統計年報／国土交通省

146.4 

231.2 

204.5 

187.8 188.7 
202.9 

235.9 
249.0 

353.9 

100

150

200

250

300

350

1985

（S60）

1990

（H2）

1995

（H7）

2000

（H12）

2005

（H17）

2010

（H22）

2015

（H27）

2020

（R2）

2025

（R7）

（千円／㎡）

（年）

建築費の推移

住宅ローン金利の推移

8.50%

0.67%5.50%

2.08%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

1986

(S61)

1990

(H2)

1994

(H6)

1998

(H10)

2002

(H14)

2006

(H18)

2010

(H22)

2014

(H26)

2018

(H30)

2022

(R4)

2026

(R8)
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※ 各年１月時点の金利

固定金利

変動金利

8/17本部長から指摘があり、新築マンションの販売
戸数情報を追加しました。
【戦略担当】

住宅ローン金利の推移について、定義（○年金利、
金融機関の平均値？など）を注書等で追記すること
は可能でしょうか。相談させてください。
【戦略担当】

書くとしたらこんな感じでしょうか
固定金利：フラット35金利
変動金利：大手銀行の代表的な金利（35年）
住宅ローンの金利推移（変動・固定）は？最新の動
向や金利タイプの選び方も解説【2026年】｜ダイヤ
モンド不動産研究所

（資料）全国マンション市場動向／（株）不動産経済研究所を基に作成

順番は部会の資料にも合わせる形で、
・建築費
・販売戸数
・ローンの順番にしました

←注釈追加しました

↑書くとしたらこんな感じでしょうか

（資料）ダイヤモンド不動産経済研究所調査 ※ 令和８年７月１日公開時点

（年）

追加
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（資料）「令和４年度「東京の子供と家庭」」／東京都福祉局を基に作成
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約96万
世帯

Ｒ７第２回企画部会（住宅価格） 夫婦共働き世帯数の推移

（資料）総務局「東京都生計分析調査報告」を基に作成
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夫婦世帯の状況 ＜共働きが一般化し、世帯年収も増加＞

◇ 夫婦共働き世帯数は、2020（R2）年時点で約126万世帯と、1980（S55）年以降増加傾向

◇ 共働き世帯の割合も増加しており、６割を超えている。

◇ 都内の世帯年収（単身者世帯等を除く。）は、10年間で690万円から902万円と増加
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（資料）「令和７（2025）年度 第１回多文化共生推進委員会」／東京都生活文化局

「2050東京戦略 附属資料 東京の将来人口 （令和７年３月）」／東京都政策企画局 、「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」／東京都総務局、

「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」／国立社会保障・人口問題研究所 を基に作成
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住宅事情１－５

在留外国人割合の実績と推計 ＜人口・割合ともに３年連続過去最多＞
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◇ 東京の外国人人口は約72万人で、都内人口の約5.2％を占める（2025（R7）年１月１日時点）

◇ 都内在留外国人は2022（R4）年度以降増加傾向。人口・割合ともに３年連続で過去最多を更新

◇ 2022（R4）年度以降の増加ペースが継続した場合、2035（R17）年にその割合は約１割に到達



世帯数

(A)

うち外国人の

いる世帯数

(B)

割合

(B/A)

平成22年

国勢調査
275,872 9,689 3.5%

平成27年

国勢調査
264,698 10,888 4.1%

令和２年

国勢調査
250,594 11,937 4.8%

種別
総世帯 (A) 外国人のいる世帯 (B) 外国人の

居住割合

(B/A)(構成比) (構成比)

持ち家 3,295,617 46% 92,808 27% 3%

民営の借家 2,983,764 41% 177,108 52% 6%

公営の借家 250,594 3% 11,937 4% 5%

都市再生機構・

公社の借家
210,327 3% 18,978 6% 9%

給与住宅 265,261 4% 10,995 3% 4%

間借り 139,114 2% 24,676 7% 18%

住宅以外に住む

一般世帯
71,973 1% 4,017 1% 6%

総数 7,216,650 340,519 5%

（資料）国勢調査／総務局

種別ごとの外国人居住状況 ＜民営借家の居住が多数＞
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◇ 総世帯での居住状況でみると、持ち家と民営借家がほとんどだが、外国人の世帯でみると「民営の借家」が

50％強と一番多い。

◇ 公営住宅の借家（都営住宅、区市営住宅等）における外国人のいる世帯は増加傾向

種別ごとの外国人居住状況 公営住宅の借家における外国人のいる世帯の推移
8/17本部長から指摘があり、公営住宅の借家におけ
る外国人のいる世帯の推移を追加しました。
【戦略担当】

追加

（右側）順番を逆にしました↑
（下に行くほど新しくなる方が見
やすいかなということで）

（資料）令和２年国勢調査／総務局 より作成



【住宅価格の上昇に対する考え方など】

○ 住宅価格や家賃には様々な要素が影響するが、最終的には市場における需要と供給のバランスで決定される。

○ 住宅政策が、どのような理由で価格に関して市場に介入するのか大義名分が必要。短期保有への課税強化など、

投機的な取引に対する税制面での対応も考えられるが、制度設計は難しい。

○ 投機的な取引は望ましくはないが、投資と投機を厳密に分けることは現実的には困難であることから、不動産の転
売規制などの強い介入は適切ではない。

○ 新築マンションの供給量の減少が価格上昇につながっていると言われている中、地域性も踏まえながら、空き家や

既存ストックの活用を一層促進することにより、様々な選択肢を増やすことが重要

○ 子供が独立した後に住み替えやすくするための仕組みや、相続放棄を防ぐためのワンストップ相談・流通支援、所

有する住宅の価値が適切に評価されるようインスペクションなどを進めることが重要

○ アフォーダブル住宅については、対象世帯や地域性等も考慮しながら、既存住宅ストックなども活用して、供給を
誘導していくべきではないか。また、計画的な取組や考え方を広く示していくことが重要

○ 短期転売等については、国の調査で事実関係は分かってきたが、実態把握には至っていない。

○ 不動産価格の高騰は、外国人による購入が要因の一つと言われているが、国内の個人・法人による資産保有や
セカンドハウス目的の取得も増えているのが実態

○ 中長期在留の外国人による実需としての住宅取得が進む可能性がある。そのため、居住を伴わない投資目的の

取得への対策にあたっては、外国人、日本人を問わず検討が必要ではないか。

○ 国や業界団体等の取組やその効果等を注視しながら議論していく必要がある。

○ 情報発信においては、既存施策も含め、都の取組を必要としている方々にいかに伝えられるかが大事

意見のまとめ ＜最近の住生活を取り巻く環境の変化＞
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今の整理では、異常な住宅価格に対してどうすべきかという意
見がなかったという誤解を与えかねない。
既存住宅をしっかり使えるものにして、使えるかどうかを見え
る化していくということが重要であり、使えるものを市場に出
して、その需要と供給のバランスをちゃんと組み替えていくこ
とが必要、といったニュアンス（意見）があったと思うので、
それが伝わるようにすべき。（齊藤）
順番を変えて、既存ストック活用（対応策）についての意見

の重要性を意識して記載

【住宅価格の上昇に対する考え方など】

○ 住宅価格や家賃には様々な要素が影響するが、最終的には市場における需要と供給のバランスで決定される。

○ 投機的な取引は望ましくはないが、投資と投機を厳密に分けることは現実的には困難であることから、不動産の転

売規制などの強い介入は適切ではない。

○ 不動産価格の高騰は、外国人による購入が要因の一つと言われているが、国内の個人・法人による資産保有や
セカンドハウス目的の取得も増えているのが実態

○ 中長期在留の外国人による実需としての住宅取得が進む可能性がある。そのため、居住を伴わない投資目的の

取得への対策にあたっては、外国人、日本人を問わず検討が必要ではないか。

○ 住宅政策が、どのような理由で価格に関して市場に介入するのか大義名分が必要。短期保有への課税強化など、

投機的な取引に対する税制面での対応も考えられるが、制度設計は難しい。

○ 国土交通省が新築マンションの取引状況について調査を実施したが、短期転売等の実態把握には至っていない。

○ 国や業界団体等の取組やその効果等を注視しながら議論していく必要がある。

○ 新築マンションの供給量の減少が価格上昇につながっていると言われている中、地域性も踏まえながら、空き家や

既存ストックの活用を一層促進することにより、様々な選択肢を増やすことが重要

○ 子供が独立した後に住み替えやすくするための仕組みや、相続放棄を防ぐためのワンストップ相談・流通支援、所

有する住宅の価値が適切に評価されるようインスペクションなどを進めることが重要

○ アフォーダブル住宅については、対象世帯や地域性等も考慮しながら、既存住宅ストックなども活用して、供給を
誘導していくべきではないか。また、計画的な取組や考え方を広く示していくことが重要

○ 適切な住宅選択に資するための情報発信については、既存施策も含め、都の取組を必要としている方々にいかに

伝えられるかが大事

8/17本部長から何の情報発信は何のことかわからな
いとの指摘がありました。補足の記載をお願いしま
す。【戦略担当】

8/19文言追加
（R7年度第１回企画部会（資料4-1 P.26）より）

適切な住宅選択に資するための情報発信は重要であ
るが、住宅価格だけでなく、中古住宅やリノベー
ション、エリアなど様々な選択肢があることを伝え
るべきではないか。

8/17本部長から、「国の調査」が何の調査かわから
ないとの指摘がありました。補足の記載をお願いし
ます。
【戦略担当】
R7.11.25国土交通省の調査結果を記載しつつ、文章
を改善（「事実関係」という表現は、実態把握に
至っていない、というこの文章の趣旨としては微妙
だったので、改善させました）

8/17本部長から、【不動産取得に伴う価格への影
響】は前の価格の方に移動した方がよいとの指摘が
あり移動しました。確認をお願いします。
【戦略担当】

緑マーカー部分以外も、項目の順番を少し入れ替え
（現状の分析系の話と、対策系の話がいったりきた
りしていたので）
・価格は需給のバランス、強い介入は適切でない
・外国人系の話
・短期転売系の話
・動向・効果を注視して議論が必要
・対策系（既存流通、子育て、アフォ、情報発信）
という流れにしました。



【東京に居住する外国人との共生】

○ 在留資格や国籍、家族構成等が多様化し、課題も異なる中においては、外国人を一括りにせず、実態を丁寧に
把握することが重要

○ 外国人の増加や多国籍化が進む中、生活習慣等の違いや制度に関する理解不足等が摩擦の主な要因となっ

ていることから、契約時や入居前後における丁寧な情報提供や継続的なフォローが必要

○ 外国人との共生を進めていくためには、学校・企業・団体・地域等と連携し、交流や相互理解を促進する取組を

進めていくことが重要

○ 外国人との共生は、理念にとどまらず、自治会やマンションの管理組合、管理業者などの担い手を含めた体制づく
りなど実効性のある取組が不可欠

【非居住の外国人が所有するマンション管理の適正化】

○ 区分所有者に外国人が増加する中、所有者が国内外のいずれに所在するかを問わず、管理組合と連絡・協力
関係が築ける仕組みを整えることが、マンション管理の適正化に向けて重要

○ 非居住者による物件取得には将来的な管理費・修繕積立金の未納等のリスクが指摘されており、管理適正化の

観点から一定のルールや制度的な対応のあり方を検討する必要

○ 国内管理人制度については、海外居住の区分所有者との連絡など、管理組合の運営を円滑にする効果が期待

される一方、誰を国内管理人とするのが適切かといった点が明確に示されていないなど、今後、制度が効果的に

機能するよう対応していく必要

意見のまとめ ＜最近の住生活を取り巻く環境の変化＞
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【東京に居住する外国人との共生】

○ 在留資格や国籍、家族構成等が多様化し、課題も異なる中においては、外国人を一括りにせず、実態を丁寧に
把握することが重要

○ 外国人の増加や多国籍化が進む中、生活習慣等の違いや制度に関する理解不足等が摩擦の主な要因となっ

ていることから、契約時や入居前後における丁寧な情報提供や継続的なフォローが必要

○ 外国人との共生を進めていくためには、学校・企業・団体・地域等と連携し、交流や相互理解を促進する取組を

進めていくことが重要

○ 外国人との共生は、理念にとどまらず、自治会やマンションの管理組合、管理業者などの担い手を含めた体制づく
りなど実効性のある取組が不可欠

いきなり「管理組合」というと分
かりづらいので追記



【その他（違法民泊等）】

○ 外国人居住者の増加を踏まえ、円滑なコミュニケーション環境の整備を進め、違法民泊などの課題にも適切な対
応が必要

○ 民泊問題など、既存の制度では規制できない課題も生じており、何らかの検討が必要ではないか。

意見のまとめ ＜最近の住生活を取り巻く環境の変化＞
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セカンドハウス目的の取得や民泊の問題に関して、外国人の
課題にカテゴライズされているが、実際には外国人に限らず
日本人や日本の企業が取得や整備をしている場合も多い。外
国人の課題として扱うのが良いのか、不動産の所有管理の問
題として触れなくて良いか。
民泊化したものや、オフィスや店舗など住宅用地以外での利
用になっているマンションについて、（住宅政策で扱うべき
か否かも迷うところだが、）管理や不動産流通等の問題とし
て見るべきではないか。（藤井）
住宅価格／外国人のカテゴリ分けをなくす。

【非居住の外国人による不動産取得に伴う価格への影響】

【その他（違法民泊や不当な家賃値上げ等）】

「不当な家賃値上げ」削除



（２）既存住宅流通・空き家対策
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空き家等の状況 ＜空き家総数は増加傾向、多くは賃貸用の住宅＞
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（注）令和５年から「その他の住宅」は、「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」に、
「賃貸用の住宅」は「賃貸用の空き家」、「売却用の住宅」は「売却用の空き家」に名称を変更

空き家の種類別の空き家数の推移 空き家の種類別内訳

2023（R５）年

空き家総数

896,500戸

（東京都）

二次的住宅

9,600戸

1.1%
売却用の空き家

43,800戸

4.9%

一戸建(木造)

68,300戸

7.6% 一戸建(非木造）

6,200戸

0.7% 長屋建

3,700戸

0.4%

共同住宅(木造)

21,800戸

2.4%

共同住宅(非木造)

112,700戸

12.6%

その他

1,500戸

0.2%

賃貸・売却用及び

二次的住宅を

除く空き家

214,200戸

23.9%

賃貸用の空き家

629,000戸

70.1%

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 21

◇ 空き家の総数はこの35年で2.2倍（41.1万戸→89.7万戸）に増加

◇ 空き家の種類別の内訳では、「賃貸又は売却用の住宅」が35年で2.4倍に増加

◇ 「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」のうち、「共同住宅（非木造）」が一番多く、次いで「一戸建

（木造）」が多い。



住宅事情１－８

住宅事情２－15

高齢者世帯の住まいの状況（持ち家・借家）空き家の類型ごとの状況

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

戸建：約２万戸
（賃貸用約５千戸、売却用約１万戸）

共同住宅等：約59万戸
（賃貸用約56万戸、売却用約３万戸）

空き家

腐朽・破損なし

・壁や柱など主要部分が腐朽

した空き家

・売却用の空き家

・賃貸マンションの空室 など
・物置となっている空き家

・相続問題が未解決な空き家

・古く不便な立地の空き家

                                     など

＜市場流通用の空き家＞ ＜長期不在等の空き家＞ ＜壊れた空き家＞

約90万戸

約79万戸

約61万戸 約18万戸 約11万戸

※「腐朽・破損なし」

の空き家のうち、「賃

貸用の空き家」及び

「売却用の空き家」

※「腐朽・破損なし」

の空き家のうち、「賃

貸・売却用及び二

次的住宅を除く空き

家」

戸建：約５万戸

共同住宅等：約12万戸

戸建：約３万戸

共同住宅等：約８万戸

空き家等の類型 ＜長期不在等の空き家は約18万戸、予備軍は約100万戸＞

22

◇ 都内の空き家は約90万戸。うち、市場流通用の空き家は約61万戸、長期不在等の空き家は約18万戸

◇ 65歳以上の世帯員がいる単身又は夫婦のみ世帯の持ち家は、将来空き家になるおそれがある「空き家予備

軍」であり、約100万戸存在

（資料）戸数は令和５年住宅・土地統計調査／総務省 による

高齢者世帯の住まいの状況（持ち家・借家）

65歳以上の世帯員のいる世帯

234万世帯（32.3%）

その他の世帯

490万世帯（67.7%）

単身
94万世帯
（13.0%）

夫婦のみ
57万世帯
（8.0%）

その他
83万世帯
（11.3%）

単身
273万世帯
（37.7%）

夫婦のみ
61万世帯
（8.4%）

その他
156万世帯
（21.6%）

54万世帯

24万世帯

9万世帯

6万

世帯
6万世帯

44万

世帯 64万世帯

161万世帯

246万世帯

9万世帯

7万世帯

67万世帯

11万世帯
3万世帯

3万世帯
4万世帯

4万世帯

持ち家

民営借家 公社UR

公営住宅
給与住宅ほか
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（資料）（公財）東日本不動産流通機構
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既存住宅市場の状況 ＜戸建住宅の成約件数は横ばい＞

１位 設備の老朽化が心配

２位 耐震化が不安

３位 隠れた不具合が不安

４位 リフォーム費用で割高になる

５位 断熱性・省エネ性能が不安

既存住宅市場の成約件数の推移（東京都） 既存住宅への住替えを希望しない理由

（資料）国土交通省 第１回「既存住宅市場の整備・活性化懇談
会」配布資料（令和６年12月５日）

◇ 既存住宅の成約件数は、全体では増加傾向となっている（マンションは増加傾向、戸建住宅は横ばい）。

◇ 新築住宅への住替えを希望する人が既存住宅を希望しない理由としては、「設備の老朽化」「耐震性」「隠

れた不具合」等への不安が挙げられている。 追加

8/17本部長から指摘があり、スライドを追加しまし
た。確認をお願いします。
【民間住宅部】
問題ございません。
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（資料）国土交通省 第１回「既存住宅市場の整備・活性化懇談
会」配布資料（令和６年12月５日）より抜粋



意見のまとめ ＜既存住宅流通・空き家対策＞

【既存住宅市場での流通促進】

○ 消費者の不安を解消し、ニーズに合った住宅とのマッチングを円滑に進めるため、インスペクションや住宅履歴情報
の作成に加えて、住宅の質（管理の状態、老朽化の状況、耐震性、省エネ性能など）や価格（リフォーム費用

や売買価格の妥当性）などをわかりやすく見える化することが必要

○ 空き家所有者や消費者に対するセミナーや総合相談など、各種の情報発信による住生活リテラシー向上の取組
が必要

○ 空き家所有者に対し各専門家と一緒に相談からアウトリーチ型提案まで一気通貫で行い、流通させるシステムの

構築にも取り組む必要

○ 空き家に対してビジネスとしてのインセンティブがある買取再販事業者やサブリース事業者との連携が効果的

○ 戸建住宅のＤＩＹ賃貸など、所有者のコストも下げつつ、子育て世帯に戸建て賃貸を普及させる取組が必要

【まちづくりとも連携した地域資源としての空き家の利活用】

○ 住環境の悪化を軽減していくために、地域の長期不在等の空き家を抑制する政策を区市町村と連携して取り組

むことが重要。また、既存不適格の物件や接道条件の悪いエリアの建物など活用が難しい空き家を使えるようにす

るための検討が必要

○ 空き家の活用に向けて、定期借家等を活用した取組や住宅用途以外での活用など、様々な選択肢を提示する

ことが必要

○ 子育てのニーズは世代や地域で大きく異なり、家の中だけでは子育てが完結しないので、近所の空き家、地域の
公共スペースなども活用し、子育てに適した住環境の整備が必要

○ アフォーダブル住宅については、対象世帯や地域性等も考慮しながら、既存住宅ストックなども活用して、供給を

誘導していくべきではないか。また、計画的な取組や考え方を広く示していくことが重要 ※再掲
24

空き家の活用に向けて定期借家等を活用した取組や、住宅用途以外での活用など、様々な選択肢を提示
することが必要

【既存住宅市場での流通促進】
買取再販事業者やサブリース事業者との連携、DIYといった記載
があるが、マッチングも重要。家の魅力を発信していくような、
住宅情報の提供の仕方を応援することで、もう少し変わってい
くと思っており、そういった意見もあったかと思うので、記載
を検討してほしい。（齊藤）
修文

○ 消費者の不安を解消し、ニーズに合った住宅とのマッチングをが円滑に進めるためむよう、の解消のために、インスペ
クションや住宅履歴情報のを作成に加えて、住宅の質（管理の状態、老朽化の状況、耐震性、省エネ性能な
ど）や価格（リフォーム費用や売買価格の妥当性）などを消費者にわかりやすく既存住宅の見える化することが
必要。また、空き家所有者や消費者に対するセミナーや総合相談など、各種の情報発信による住生活リテラシー
向上の取組が必要

【地域資源としての空き家の利活用】
住宅以外にも使える場にすることで、豊かな暮らしにつなげて
いくという趣旨だと思うので、まちづくりや都市計画と連携し
た空き家の利活用というニュアンスの追加を検討してほしい。
（齊藤）
修文（「…活用に向けて、…活用など」表現適切か？）

【まちづくりとも連携した地域資源としての空き家の利活用】

○ 空き家の活用に向けて、定期借家等を活用した取組や住宅用途以外での活用など、様々な選択肢を提示する
ことが必要

8/17本部長から一ポツたてるべきとの指摘があり、
分けて記載しました。確認をお願いします。
【民間住宅部】
問題ございません。なお、「さらに、」を削除して
ください。（３つ目の○文頭）



意見のまとめ ＜既存住宅流通・空き家対策＞

【利活用見込みがない空き家の除却等】

○ 都市計画と連動して接道条件が悪い木造密集地域などの危険なエリアを絞り、空き家の改修や除却を集中的に
支援すると効果的

【空き家予備軍への対応】

○ 住替え需要が見込まれる高齢化率が高く空き家予備軍が多いエリアを想定し、空き家予備軍世帯の住替えと転
居後の子育て世帯向け住宅などに改修する支援を組み合わせた空き家対策の仕組を検討すべき。

○ 住まいの終活だけでなく、子供が独立した段階などで、自然に住み替えや断捨離を検討できる機会の提供が必

要。また、世帯構成の変化に伴い、住宅をどうサイズダウンしていくか、いかに手放しやすくしていくか、というカル
チャーを作ることが重要

○ 相続登記の申請が義務化されたので、相続人や推定相続人の意識の変化を促すとともに、相続段階における空

き家予備軍の備えについての相談支援の充実が必要

【都と区市町村との役割分担、その他】

○ 空き家の実態把握や所有者とのコミュニケーションは区市町村が行い、都は区市町村のデータを横断的に分析し

てフィードバックや、専門家の確保、制度上の課題対応など、広域的自治体としての役割分担が必要

○ 倒壊のおそれのある空き家に対する固定資産税の減免取消や、京都市のような空き家への課税など、税制面か

らも対策が必要

○ マーケットが好調の中、税制によるインセンティブが必要か慎重に検討が必要

25

8/17本部長から、税制面からの対策が除却対策だけ
に見えてしまっている。京都市の取組も空き家全般
の対策ではないか。指摘を踏まえ、修文の検討をお
願いします。
【民間住宅部】
企画部と整理したのであれば、一旦これでよいが、
「その他」いきなりにあるのが、違和感（民住部長
コメント）

正確な記載に修正しました（相続登記申請の義務
化）。確認をお願いします。
【民間住宅部】
問題ございません。

修正後

【利活用見込みがない空き家の除却等】

○ 倒壊のおそれのある空き家に対する固定資産税の減免取消や、京都市のような空き家への課税など、税制面か
らも対策が必要

○ マーケットが好調の中、税制によるインセンティブが必要か慎重に検討が必要

○ 都市計画と連動して接道条件が悪い木造密集地域などの危険なエリアを絞り、空き家の改修や除却を集中的に
支援すると効果的

【空き家予備軍への対応、その他】

○ 住替え需要が見込まれる高齢化率が高く空き家予備軍が多いエリアを想定し、空き家予備軍世帯の住替えと転
居後の子育て世帯向け住宅などに改修する支援を組み合わせた空き家対策の仕組を検討すべき。

○ 住まいの終活だけでなく、子供が独立した段階などで、自然に住み替えや断捨離を検討できる機会の提供が必

要。また、世帯構成の変化に伴い、住宅をどうサイズダウンしていくか、いかに手放しやすくしていくか、というカル
チャーを作ることが重要

○ 相続登記の申請が義務化されたので、相続人や推定相続人の意識の変化を促すとともに、相続段階における空

き家予備軍の備えについての相談支援の充実が必要



（３）子育て支援
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都内における１住宅あたり延べ面積（所有の関係別）（万戸）

（万世帯）

子育て世帯及び住まいの状況 ＜子育て世帯が住む住宅の約４割が70㎡未満＞
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◇ 都内の夫婦と子供世帯数は159万世帯。共働き世帯の割合は増加しており、６割を超えている。

◇ 夫婦と18歳未満の者からなる世帯の約４割が70㎡未満の住宅に住んでいる。

◇ 70㎡以上の住宅は持ち家約210万戸の一方、借家は約34万戸（このうち民営借家は約25万戸）と少

ない。

（資料）「令和４年度「東京の子供と家庭」」／東京都福祉局を基に作成
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不安や悩みの相談相手の有無別孤独感（間接質問）
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n=10,000             （％）

※前回提示資料子育て世帯が感じる不安や課題 ＜約７割が子育てに悩みや不安＞
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◇ 約７割の保護者が子育てに悩みや不安をもっている。

◇ 不安や悩みの相談相手がいると孤独感が低減するという調査結果もある。

◇ 望む人が子育てする上での課題について、若年層や子育て世代の約４割が、「住宅に係る家賃や購入費が

高い」を挙げている。



◇ 2023（R5）年度の制度再構築以降、様々な事業者の取組を可能とする柔軟性のある認定制度や都の

直接支援等を背景に、工事費の高騰等のなかでも着実に増加

◇ 新築集合住宅が９割以上を占める。

◇ 認定住宅のうち、賃貸住宅は43％、分譲住宅は57%

◇ 認定モデル別にみると、アドバンストが58％、セレクトが31％、セーフティが11％と多様
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8/17本部長から指摘があり、追加しました。
あわせて新築が９割を占めることについても記載を
しています。確認をお願いします。
【民間住宅部】
左記の修正でお願いします。

東京こどもすくすく住宅の普及状況 追加修正後

（年度）

新築集合住宅が９割以上
N=11,657

N=11,657



意見のまとめ ＜子育て支援＞

子育てに配慮した住宅供給の観点

【子育てに配慮した住宅の供給】

○ 出産や子供の成長などライフステージに応じて、ひとり親世帯を含め子育て世帯が間取りや広さなどニーズにあった

住宅を選択しやすくなるよう、民間事業者や東京都住宅供給公社等と連携しながら、様々なタイプの住宅供給

が必要

○ 東京こどもすくすく住宅の普及拡大を図るとともに、既存改修（戸建住宅）を増やしていくには耐震改修を含めた

支援について一層の情報提供が重要

【既存ストックの活用】

○ 住宅供給にあたっては、住宅価格の上昇などを踏まえ、空き家や既存ストックの活用を本格的に推進していくこと

が重要

○ その際、子育て世帯の多様なニーズにマッチした住まいにする必要があり、耐震化を前提としつつ、改修に対する
積極的な支援や、空き家施策などとの連携が必要（耐震化、断熱改修、ＤＩＹ型賃貸、中古住宅のリノベー

ションなど）

○ また、安心して中古住宅を選択できるよう、専門家と連携できる環境が必要

○ 親世帯が子世帯の近くへ転居するなどの住み替えを促すとともに、住み替え後の既存住宅を子育て世帯のニーズ

に合わせた改修を支援することにより、空き家の増加抑制・既存住宅の流通促進につなげていくことが考えられる。

【アフォーダブル住宅】

○ アフォーダブル住宅については、対象世帯や地域性等も考慮しながら、既存住宅ストックなども活用して、供給を

誘導していくべきではないか。また、計画的な取組や考え方を広く示していくことが重要 ※再掲
30

ＪＫＫ 公社住宅

8/17本部長から、事業者と住宅の連携ではないとの
指摘がありました。確認をお願いします。
【民間住宅部】

支援ではなく応援のままでよいでしょうか。確認を
お願いします。
【民間住宅部】

子育てに配慮した住宅供給の観点

【子育てに配慮した住宅の供給】

○ 出産や子供の成長などライフステージに応じて、ひとり親世帯を含め子育て世帯が間取りや広さなどニーズにあった

住宅を選択しやすくなるよう、民間事業者や公社住宅など公的賃貸住宅と連携しながら、様々なタイプの住宅供

給が必要

○ 東京こどもすくすく住宅の普及拡大を図るとともに、既存改修（戸建住宅）を増やしていくには耐震改修を含めた

支援について一層の情報提供が重要

【既存ストックの活用】

○ 住宅供給にあたっては、住宅価格の上昇などを踏まえ、空き家や既存ストックの活用を本格的に推進していくこと

が重要

○ その際、子育て世帯の多様なニーズにマッチした住まいにする必要があり、耐震化を前提としつつ、改修に対する
積極的な応援や、空き家施策などとの連携が必要（耐震化、断熱改修、ＤＩＹ型賃貸、中古住宅のリノベー

ションなど）

○ また、安心して中古住宅を選択できるよう、専門家と連携できる環境が必要

○ 親世帯が子世帯の近くへ転居するなどの住み替えを促すとともに、住み替え後の既存住宅を子育て世帯のニーズ

に合わせた改修を支援することにより、空き家の増加抑制・既存住宅の流通促進につなげていくことが考えられる。

【アフォーダブル住宅】

○ アフォーダブル住宅については、対象世帯や地域性等も考慮しながら、既存住宅ストックなども活用して、供給を

誘導していくべきではないか。また、計画的な取組や考え方を広く示していくことが重要 ※再掲



意見のまとめ ＜子育て支援＞

子育てしやすい住環境の充実の観点

【子育て支援の情報発信】

○ 子育て世帯の価値観は多様化しており、それぞれに応じたきめ細かい支援が必要

○ 子育て支援施策を充実するためには、地域にある機能やサービスをつなぎあわせる視点が重要であり、住まいを福

祉や他の施策と連動させ、そのことが消費者にわかりやすく伝わるよう情報提供の強化が必要

○ 各主体が様々な取組をしており子育てやコミュニティ形成に資する良い取組事例を横展開する視点も重要

【地域の既存施設や多様な主体と連携した継続性のあるコミュニティ形成】

○ 子育て世帯が安心して暮らせるよう、地域のコミュニティ形成により地域で支え合うことなど、広い意味での住環境
形成が重要

○ 既存の地域資源やプレイヤーをつなぎあわせることにより、取組の継続性が期待できる。既成市街地においては、

近所の空き家、地域の公共スペースなどの活用や、地元に詳しい不動産事業者や工務店、ＮＰＯ等との連携
する等の工夫も有効

【地域性も加味した子育てしやすい住環境の形成】

○ 子育てのかたちや必要となる住宅は地域によって異なる

○ 住宅政策のなかで、子育てする上での地域ごとの魅力や特徴を示すことにより、区市町村や住宅事業者など

様々な主体と連携して、地域性も加味した、子育てしやすい住環境の形成を誘導していくことができるのではない

か。
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【親族との近居・同居の支援】

○ 親が子育て世帯の近くへ転居するニーズは高い。

○ 親世帯が子世帯の近くへ転居するなどの住み替えを促すとともに、住み替え後の既存住宅を子育て世帯のニーズ

に合わせた改修を支援することにより、空き家の増加抑制につながる可能性がある。 ※再掲

意見のまとめ ＜子育て支援＞
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文言を微修正しました。確認をお願いします。
【民間住宅部】



（４）住宅セーフティネット
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都施行都民住宅は3,874

ささエールの専用住宅1,053

※前回提示資料重層的な住宅セーフティネット ＜都民の安定した居住を確保＞

住宅市場
住宅は、都民が市場において自力で確保することが基本

自力での円滑な住宅確保が困難※

低所得者等 子育て世帯 高齢者

住宅の確保に配慮を要する都民

など

• 東京ささエール住宅［約６万戸］

• サービス付き高齢者向け住宅等

［約２万戸］

• その他一般賃貸住宅

重層的な住宅セーフティネット

民間賃貸住宅 公社・UR等

• 都民住宅［約0.4万戸］

• 公社一般賃貸住宅［約７万戸］

• UR賃貸住宅［約16万戸］

• 都営住宅［約25万戸］

• 区市町村営住宅［約２万戸］

公営住宅

戸数は令和８年３月末時点

◇ 公共住宅等の積極的な活用に加え、民間賃貸住宅を活用した施策等を実施することで重層的な住宅セー

フティネットを構築し、住宅の確保に配慮を要する都民の安定した居住の確保を図ることが必要

単位を万戸に修正
井上先生ご意見踏まえ、下部追記（0819）
【企画担当】

※ 低所得であるなど経済力が低いこと、世帯の特性に適した住宅が市場で十分に取引されていないこと、社会関係力が弱いなどの属性等により入居制限を受けやすいこ

となどから、自力では市場で住宅を円滑に確保することが難しい場合がある。（ひとり親世帯など経済的に困窮している世帯が住宅確保に苦慮している、バリアフリー化

された住宅等が市場で十分に取引されていない、高齢者や障害者などが事故やトラブルに対する不安等により貸主側から入居を拒まれやすい等） 34



0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

7,235,300世帯 総数

948,600世帯 25～34歳

1,214,000世帯 45～54歳

2,139,200世帯 65歳以上

家計主年齢階層別の世帯年収（東京都）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

7,235,300世帯 総数

1,183,500世帯 夫婦のみの世帯

1,459,600世帯 夫婦と子供から成る世帯

854,600世帯 一人親の世帯

3,664,000世帯 単独世帯

家族類型別の世帯年収（東京都）

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

7,235,300世帯 総数

241,200世帯 公営の借家

2,868,500世帯 民営借家

住宅の所有関係別の世帯年収（東京都）

100万円未満 100～150万円未満 150～200万円未満 200～300万円未満 300～400万円未満 400～500万円未満

500～700万円未満 700～1000万円未満 1000～1500万円未満 1500～2000万円未満 2000万円以上 不詳

単独世帯 3,664,000世帯

一人親の世帯 428,100世帯

夫婦と子供から成る世帯 1,459,600世帯

夫婦のみの世帯 1,183,500世帯

総数 7,235,400世帯

給与住宅 226,200世帯

民営借家 2,868,500世帯

UR・公社の借家 202,700世帯

公営の借家 241,300世帯

持家 3,235,200世帯

総数 7,235,400世帯

65歳以上 2,139,200世帯

55～64歳 1,141,300世帯

45～54歳 1,214,000世帯

35～44歳 950,100世帯

25～34歳 948,500世帯

25歳未満 309,200世帯

総数 7,235,400世帯

世帯年収の状況 ＜単独世帯や一人親世帯で、年収300万円未満が３割超＞

◇ 家族類型別では、単独世帯や一人親世帯で、年収300万円未満の世帯の割合が３割超

◇ 家計主年齢階層別では、25歳未満、65歳以上の世帯で、年収300万円未満の世帯の割合が５割超

◇ 住宅の所有関係別では、公営の借家世帯で、年収300万円未満の世帯の割合が８割程度

論点が「子育て支援」「住宅セーフティネット」となってい
るが、子育て同様「高齢者」も特出しした方がいいのではな
いか。住宅セーフティネットの中に高齢者が全て含まれてし
まっているが、高齢者が全て住宅セーフティネットの対象か
というと、そうでない高齢者もいる。
今は32スライドに高齢者のことが書かれているが、もう少し
ボリュームを増やし、特出しした方が良い。（井上）
ご意見踏まえ追加

追加

35



（資料）「介護保険事業状況報告（月報）（2025年７月）」／厚生労働省（資料）「高齢者の居住安定確保プラン（令和６年３月）」／東京都 より作成
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高齢者単独世帯数 高齢者単独世帯割合

（万世帯）

67.1%

95.3%

78.7%

32.9%

4.7%

21.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

後期高齢者

前期高齢者

高齢者全体

自立高齢者 要介護・要支援認定者

推計

高齢者の介護度等の状況 ＜今後単身高齢世帯は大幅増加、約８割は自立高齢者＞
論点が「子育て支援」「住宅セーフティネット」となってい
るが、子育て同様「高齢者」も特出しした方がいいのではな
いか。住宅セーフティネットの中に高齢者が全て含まれてし
まっているが、高齢者が全て住宅セーフティネットの対象か
というと、そうでない高齢者もいる。
今は32スライドに高齢者のことが書かれているが、もう少し
ボリュームを増やし、特出しした方が良い。（井上）
ご意見踏まえ追加

高齢者単独世帯数と全世帯に占める割合の推移 東京都の要介護・要支援認定率

後半（2050年代）と資料が重複するが良いか。

◇ 東京では今後単身高齢世帯が大幅に増加する見込みとなっている。

◇ 現状、高齢者の約８割は要介護（要支援）認定を受けていない自立した高齢者である。

追加
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高齢者の住まいの状況 ＜高齢者のいる世帯の約７割は持ち家＞

◇ 65歳以上の世帯員のいる世帯の住まいの状況は、持ち家は約７割、借家は約３割

◇ 持ち家については、65歳以上の夫婦のみ世帯の約35％が100㎡以上の住宅に居住しており、単独世帯の

約55％の世帯が70㎡以上の住宅に居住

追加

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成
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14.9%

18.9%
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夫婦のみの世帯

単独世帯

夫婦のみの世帯

単独世帯

夫婦のみの世帯

単独世帯

夫婦のみの世帯

単独世帯

夫婦のみの世帯

単独世帯
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29㎡以下 30～49㎡ 50～69㎡ 70～99㎡ 100～149㎡ 150㎡以上

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

論点が「子育て支援」「住宅セーフティネット」となってい
るが、子育て同様「高齢者」も特出しした方がいいのではな
いか。住宅セーフティネットの中に高齢者が全て含まれてし
まっているが、高齢者が全て住宅セーフティネットの対象か
というと、そうでない高齢者もいる。
今は32スライドに高齢者のことが書かれているが、もう少し
ボリュームを増やし、特出しした方が良い。（井上）
ご意見踏まえ追加

65歳以上の世帯員のいる世帯の

持ち家の割合は約７割 8/17本部長から指摘があり、スライドを追加しまし
た。
確認をお願いします。
【民間住宅部】

高齢者世帯の「すまい」の現状 持ち家の１住宅当たり延床面積



都営住宅等
都市機構

賃貸住宅

公社一般

賃貸住宅
区市町村住宅 都民住宅 高優賃 【計】

総数 247,838 159,626 70,961 28,601 3,992 1,100 512,514 

（戸）

（資料）東京都住宅政策本部 

（備考）・都営住宅等には、改良住宅、再開発住宅、コミュニティ住宅、更新住宅、従前居住者用住宅を含む。

・区市町村住宅の公営は公営住宅、借上公営住宅の戸数で、その他は特定公共賃貸住宅、特定優良賃貸住宅、改良住宅、区市町村単独住宅等の戸数。

・一部の区の都市機構賃貸住宅には、区施行の高優賃が含まれるため、区分ごとの合計が計と一致しない。

住宅事情３－２

＜都営住宅＞ ＜都市機構賃貸住宅＞

公的住宅の管理戸数 （2025（R７）年３月末現在）

住宅・土地統計調査

※前回提示資料公的住宅の状況 ＜都内には約51万戸の公的住宅ストックが存在＞

38

◇ 都内には、都営住宅をはじめ、約51万戸の公的住宅ストックがあり、都内全域に存在する。

◇ 都営住宅が約25万戸、ＵＲ賃貸住宅が約16万戸、公社住宅が約７万戸を供給

ＵＲ ＵＲ賃貸住宅

修正（東京の住宅事情と合わせる。R8.3時点）
【企画担当】

（戸）

（資料）東京都住宅政策本部

（備考） ・都営住宅等には、改良住宅、再開発住宅、コミュニティ住宅、更新住宅、従前居住者用住宅を含む。

・区市町村住宅の公営は公営住宅、借上公営住宅の戸数で、その他は特定公共賃貸住宅、特定優良賃貸住宅、改良住宅、区市町村単独住宅等の戸数。

・一部の区の都市機構賃貸住宅には、区施行の高優賃が含まれるため、区分ごとの合計が計と一致しない。

都営住宅等
都民住宅 区市町村住宅 高優賃 公社一般賃

貸住宅

都市機構賃

貸住宅
【計】

都施行 その他 公営 その他 都施行 区市施行

総数 246,968 3,874 118 22,238  6,393 27 818 70,878 158,607 512,514 

公的住宅の管理戸数 （2026（R8）年３月末現在）



昭和49年度まで約７万戸

（資料）東京都住宅政策本部（2025（R7）年３月31日現在）
（備考）2013（H25）年度までは建設年度別の管理戸数、2014（H26）年度以降は建設戸数

1975

（S50）

住宅事情３－６

空室数

都内計 20,342

100戸未満

100戸～ 500戸

500戸～1,000戸

1,000戸以上

※ 白地は都営住宅なし

（資料）東京都住宅政策本部「都営住宅団地（空き住戸数）」
（令和７年３月31日時点）

政策企画局Ｇブリ資料

都営住宅等の建設年度別ストックの状況

約７割は昭和50年代以降に建設

都営住宅の空室数

区部の

上位３市
空室数

総管理

戸数

足立区 2,018 28,130

江東区 1,343 18,406

北区 1,107 12,631

区部計 10,987 157,833

多摩の

上位３市
空室数

総管理

戸数

八王子市 1,032 10,692

町田市 991 7,995

東村山市 737 5,702

多摩計 9,355 90,005
年度 R3 R4 R5 R6 R7

建替戸数 2,530 2,988 2,149 1,911 1,406

近年の建替事業の実績

※前回提示資料都営住宅の状況 ＜計画的な建替えを実施、空き住戸は２万戸以上存在＞
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◇ 都営住宅ストック約25万戸のうち昭和40年代以前が約6.3万戸存在

◇ 公営住宅法上の法定耐用年数70年を超えないよう建替えを進めているが、建替事業の複雑化・困難化や

入札不調等により、近年は年間建替目標の3,800戸を下回る状況

◇ 空き住戸は２万戸以上存在

昭和49年度まで約6.3万戸

（資料）東京都住宅政策本部（2026（R8）年３月31日現在）
（備考）2013（H25）年度までは建設年度別の管理戸数、2014（H26）年度以降は建設戸数

1975

（S50）

都営住宅等の建設年度別ストックの状況

約25%は昭和50年代以降に建設



民営住宅に占める

セーフティネット住宅(専用住宅含む)の割合は1.6％

セーフティネット住宅(専用住宅のみ)の割合は0.03％

※前回提示資料居住支援法人等の状況 ＜都内で67法人を指定＞

NPO法人 一般社団法人 公益財団法人 その他非営利法人
居住支援を

目的とする会社
合計

15 11 1 7 33 67

居住支援法人の指定状況（法人の種別ごと） 令和８年３月末時点

支援対象者からの相談の主な流入経路 入居が決まった方の入居先の割合

（資料）東京都住宅政策本部によるアンケート（令和７年度実施）
調査対象：東京都内で居住支援サービスを提供する居住支援法人等40社

◇ 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居促進等を図るため、住宅確保要配慮者に対して居住

支援を行う法人を住宅セーフティネット法に基づき都が指定

◇ 居住支援法人への相談は、自治体からの紹介が最多で、その他多様な主体から流入している。

◇ 入居が決まった方の入居先を見ると、都内のセーフティネット住宅（東京ささエール住宅）が11.2％となって

おり、これは都の借家全体に占めるセーフティネット住宅の割合よりも高くなっている。
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要確認
【企画担当】

※流入経路ごとに相談の状況を回答 ※入居先ごとの割合を回答。割合の平均値を算出

81.1%

6.8%
5.7%

6.4%

民営住宅

公営住宅

公社住宅・UR住宅

給与住宅

【参考】 都内借家の所有関係別 住宅数の割合

※都内のセーフティネット住宅の登録住宅・専用住宅の戸数から

東京都住宅供給公社及びＵＲ住宅を除いた戸数から算出

（2026年3月末時点）

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省

民間住宅部要確認



＜居住支援協議会の役割＞

〇 都居住支援協議会の主な取組

・ セミナーの開催（区市町村向け、都民向け）

・ 区市と居住支援法人の意見交換会の実施

・ 区市町村協議会の設立や活動に対する支援

〇 都内の居住支援協議会 設立状況

・ 都及び22区15市で設立（2026年７月時点）

※ 改正住宅セーフティネット法により協議会設置の努力義務化

※既提示資料
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※前回提示資料居住支援協議会の設立・活動支援 ＜37区市で居住支援協議会設置済み＞

居住支援協議会設置済み自治体

◇ 地域の実情に応じた居住支援の取組を行う区市町村による協議会の設立促進・活動支援や、都民への啓

発活動などを実施

◇ 都内62区市町村のうち、37区市が居住支援協議会を設置済み。人口カバー率は91.0％

※オレンジ色の自治体は設立について具体的に検討中
微修正（地図のタイトル「居住支
援協議会設置済み自治体」追記）
【企画担当】



意見のまとめ ＜住宅セーフティネット＞

住宅セーフティネットを支える公的賃貸住宅と民間賃貸住宅の双方による適切な供給の観点

○ 都営住宅は、現在のストックを最大限に活用し、引き続き住宅セーフティネットの中核としての機能を果たすことが
重要

○ 公社住宅については、立地やストックの特性を生かし、地域の住宅市場の実情や入居ニーズを踏まえつつ、東京

都と連携してアフォーダブルな住宅としての機能を一部担うことが重要。また、周辺の公的賃貸住宅団地等と連携
した孤立防止やコミュニティ形成支援などの取組も重要

○ 居住支援協議会の仕組みなどを通じた区市町村間の連携や情報交換が重要であり、横の連携について都がリー

ドする視点が必要。また、公社住宅などの取組を分譲マンションや民間賃貸住宅、更には戸建て住宅に展開して
いくことも重要

○ 供給主体の異なる住宅の情報を一体で得ることで様々な側面から自分にふさわしい住宅を考えられるよう、ＤＸ

やネットワーク構築による都民への情報提供の仕組みの検討が必要

○ 定期借家契約や終身建物賃貸借契約など多様な契約手法により、住宅確保と空き家問題が同時に解消され

るような工夫が広がることが重要。ただし、それには地域で住宅セーフティネットの確保がなされていることが大前提

となる。

42

「公営住宅を含めた公的賃貸と民間賃貸で一緒に
住宅セーフティーネットを構築していく」という
ことを一番に書くべき。強調されていない。（井
上）
表題を修正

住宅セーフティネットを支える公的賃貸住宅と民間賃貸住宅による適切な供給の観点

住宅セーフティネットを支える公的賃貸住宅など多様な主体による適切な供給の観点

8/7幹部レク指摘を踏まえ表題を修正。

8/7幹部レク指摘（都営住宅は各論しか記載がない
ので、セーフティの中核であること、ストックの
最大限活用というキーワードを入れるように）を
踏まえ、都営住宅についての総論を入れました。
確認をお願いします。（都営住宅経営部）



意見のまとめ ＜住宅セーフティネット＞

都営住宅を的確に供給・管理する観点

【地域によって応募状況が異なる中での都営住宅の的確な供給のための取組】

○ 多様な世代や世帯構成が混住するミクストコミュニティが実現される取組みの検討が必要

○ 既存ストックを有効活用する観点から、応募がない住戸を目的外使用で活用するなど柔軟な取組が必要

【高齢者や子育て世帯等のニーズへの対応】

○ 子育て世帯をはじめ多様な世帯が入居できるよう入居要件の検討が必要

○ 居住者や地域住民が気軽に集える居場所づくりなどを通じた高齢単身世帯などへの支援の拡大が必要

○ 区市町の福祉部門や社会福祉協議会、居住支援法人との連携を積極的に進め、見守りや支援が必要な高齢
者や心身の状態に配慮を要する居住者を早期に把握し、福祉サービスにつなげる取組が必要

【団地の適切な管理による住環境の魅力向上】

○ 自治会活動の維持に向けた取組みや支援策が必要

○ 担い手の高齢化が進む自治会において、担うべき管理の範囲の検討や、外部組織・人材の活用の検討が必要

○ 多様な世代の居住を促進するとともに、団地を核とした地域のコミュニティを活性化する取組が必要
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井上先生のご意見踏まえ資料順
変更（高齢者を前へ）



意見のまとめ ＜住宅セーフティネット＞

都営住宅等の適切な維持・更新の観点

【地域・立地ごとのニーズを踏まえたストックの維持・更新】

○ ニーズが地域・立地ごとに異なる中では、画一的な更新ではなく、地域の状況を反映した供給計画が必要

○ 応募状況等を踏まえて戸数や間取りを計画する取組は、限られたストックを有効活用する上で合理的であり、世

帯構成等の変化に応じた新たな住宅ニーズへの対応と併せて更新を進める視点も重要

○ 都営住宅のストックを地域のまちづくりに活用する考え方は、地域全体の持続性向上にも資する。

【持続可能な維持・更新への対応】

○ 都営住宅は、法定年限に縛られない長期の活用を積極的に考えた方がよい。年数が古いことだけで廃止とする
考え方については考慮が必要

○ 断熱性やバリアフリーなどの住宅性能の確保は近年求められており、安全性・実用性を維持しつつ、世帯構成や

生活様式の変化に応じた間取り・設備更新により、長期活用を図る取組の検討が必要

○ 公社住宅と都営住宅を連携して建て替えるなど、公的住宅全体を俯瞰した効率的な更新を図っていくことが必要

【まちづくりに資する創出用地の活用】

○ 建替え等により生じる創出用地は、住宅施策とまちづくりを一体的に進める視点が求められる。

○ 小規模な用地であっても、地域特性に応じた活用により、まちの魅力向上に寄与することができる。

○ 子育て世帯や中堅所得者向け住宅など多様な住宅供給や地域に不足する生活支援機能の導入も効果的
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井上先生のご意見踏まえ資料順
変更（高齢者を前へ）

公営住宅、公社、ＪＫＫ、ＵＲなどの言葉が散ら
ばっているので、資料内で文言（表記）を統一す
べき。（井上）
ＪＫＫ住宅 公社住宅

○ 公社ＪＫＫ住宅と都営住宅を連携して建て替えるなど、の建替えと連携した再編は、公的住宅全体を俯瞰した

効率的な更新を図っていくことが必要につながる。

【持続可能な維持・更新への対応】三つ目の○
「ＪＫＫ住宅の建替えと連携した再編」とあるが、
ここでいう再編にどんな意味があるのかが分かる
ように、言葉を添えるべき（まちの再生か。）。
（齊藤）

8/7幹部レク指摘を踏まえ、左記の案に修正してい
ます。確認をお願いします。具体的にどのような
取組を想定していますか（都営住宅経営部）



意見のまとめ ＜住宅セーフティネット＞

低額所得者等の住宅確保要配慮者向けの民間住宅ストックの観点

【民間住宅ストックの活用促進】

○ 東京ささエール住宅等の供給促進に向けては、空き家・空き室等の活用が想定される。その際、家主の経営的な

リスクを軽減させ、空き家・空き室の活用を促進するため、居住支援法人等との連携を強化すべき。

○ 入居中の日常生活へのサポート・支援の提供や、残置物など入居後に起こりうる課題に総合的に対処できるよう
にし、家主に対する安心感を付与することが重要

○ 定期借家契約は、賃料上昇や更新拒否で入居者が住まいを失うリスクがある一方、子育て世帯等による一定

期間の利用という面ではメリットがある。居住を安定させるための対応が必要であり、物件管理と入居者支援が相
互に連携すべきである。

○ 東京ささエール住宅等の確保を図る上で、一定の居住水準等に配慮しつつ、シェアハウスを含め幅広く活用できる

よう面積基準等を緩和することも考えられる。

【住まいにおける居住支援の推進】

○ 居住支援法人等との連携に当たっては、居住支援法人等にサポートの費用が手当されないことが普及の課題。

福祉部門との連携や役割を整理し、福祉サービスにつなげていくことが必要

○ 居住支援法人等のビジネスにおいては、家賃低廉化補助等により安定的な収益構造を作ることが重要

○ 特別な住宅の供給を伴わない場合でも、居住支援法人等が要配慮者を伴走支援しながら、関係する福祉など

の支援制度につなげる仕組みの構築が必要
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意見のまとめ ＜住宅セーフティネット＞

高齢者等向けの民間住宅ストックの観点

【地域における多様な住まいの選択肢の充実】

○ 地域において、高齢者の生活スタイルや介護度等に応じた多様な住まいの選択肢の充実が必要である。元気で

自立した高齢者がいきいきと暮らせるよう、見守りやコミュニティ形成にも配慮された住宅や、介護を要する状態に

なっても安心して暮らし続けることができるサービス付きの住まいなど、ニーズに応じた住環境の整備が重要。

○ 併せて、地域福祉等とも連携しながら、高齢者が住まいにおいて日常生活へのサポートなどが適切に受けられる環

境の整備が必要。ＩＣＴによる見守りについては「孤独死防止」に限らず、高齢者の支援者のサポートのための

活用も後押しすべき。

○ 高齢者向け住宅の供給に当たっては、既存住宅ストックの有効活用を図るとともに、自宅に住み続ける場合のバ

リアフリー改修やヒートショック対策も重要

○ 高齢者の住環境に関する施策は、住宅の確保が困難な高齢者向けに留まらないことに留意して位置づけ等を整
理すべき。

【高齢者の住替え環境の整備】

○ 高齢者が元気なうちに自らの意思で住み替えることが重要

○ 自立した高齢者の住替えを進める上では、Well-Beingの拡大など新たな住まい方のメリット等について発信して

訴求力を高めていくべき。

○ 住替え先への民間の支援には、相談者が安心して相談できるよう、行政と連携した相談会等の実施も考えられる。

○ 公的機関が関与する住替えの仕組みなど、高齢者が安心して住み替えられる環境の整備が必要

○ メリットやリスクを理解した上で、自身の資産を活用して、高齢期の暮らしを充実させることは重要
46

8/7幹部レク指摘を踏まえ、いきいき住宅の趣旨（見守り、コミュニティなど）や、介護度の
高い高齢者への対応（サ高住を念頭に）という要素を追加しました。
長谷川氏とのやりとりの趣旨を踏まえた修文を行っておりますが、確認いただき修正加筆を
お願いいたします。（民間住宅部）

高齢者はみんな住宅セーフティネットの対象です
かとなると、そうでない高齢者はたくさんいます。
市場で分譲シニアを買える人、シニア賃貸に移っ
ていく人、あるいは民間自体なかなか賃貸が難し
いという中で、購入に踏み切る70代というのがい
らっしゃるわけです。（井上）

○ 地域における多様な住まいの選択肢が必要。また、自宅に住み続ける場合のバリアフリー改修

やヒートショック対策も重要

地域において多様な住まいの選択肢が必要。また、
建築・医療・介護の専門家が連携した住宅改修は
要介護度の進行防止効果があり、自宅に住み続け
る場合のバリアフリー改修やヒートショック対策
も重要。（長谷川）

長谷川様への提示資料 「本日、ご意見を伺いたい内容」

［高齢者向けの民間住宅ストックの観点］
介護度が高くなっても地域に住み続けられる住まいは、今後、どのような住宅ストック等により供給され、ま
た運営されるべきか。

【取組のイメージ】
介護度が高い方向けの住まいは有料老人ホームを中心に供給が進んでいる。一方でその前の高齢者の生活をサ
ポートし、福祉サービス等へつなぐ仕組みを普及。
住宅の整備を伴わない場合でも、幅広く居住支援法人等による住まいの提供を支援。※再掲
居住支援法人等と地域福祉が連携して、低額所得者、高齢者、ひとり親世帯等の入居中の生活支援を実施。※再
掲

元気で自立した高齢者の住まいの選択肢として、見守り機能やコミュニティ形成にも配慮された住宅を市
場において普及させるにはどのような施策を講じるべきか。

【取組のイメージ】
面積が大きいほど家賃負担が大きくなることから、供給状況等も踏まえ、要配慮者の住まいの面積基準を緩和。
※一部再掲
居住支援法人等と地域福祉が連携して、低額所得者、高齢者、ひとり親世帯等の入居中の生活支援を実施。居住
支援法人等の参画を幅広く促す。※一部再掲

介護度が高くなっても地域に住み続けられる住ま
いの供給や、元気で元気で自立した高齢者の住ま
いの選択肢として、見守り機能やコミュニティ形
成にも配慮された住宅を市場において普及させる
ことが重要である前提でのご発言と思慮。左記の
修文案としました。



意見のまとめ ＜住宅セーフティネット＞

居住支援を支える担い手・ネットワーク形成の観点

【居住支援体制・ネットワークの形成・強化】

○ 居住支援は、住宅の提供に限らず、「家族機能」の代替としての「気づき」と「つなぎ」、そして切れ目のない伴走型
支援を中核に置くべき。

○ 住宅相談の窓口での相談を起点に、初期対応を連携して実施し、居住支援法人等が伴走支援しながら、関係
する福祉などの支援制度につなげる仕組みの構築が必要

○ 居住支援協議会の枠組み等を通じて、空き家施策や生活困窮者自立支援事業、社会福祉法に基づく高齢者
等終身サポート事業等との連携を一層強化していくべき。

○ 住まいの情報提供体制の構築にあたっては、ＤＸ等による情報提供の仕組みの検討が必要

【持続可能で実働的な居住支援協議会の体制構築】

○ 住民に身近な区市町村や区市町村居住支援協議会において、要配慮者の居住支援ニーズを把握するとともに、
住まいに必要な情報や支援が提供できる体制が必要

○ 行政や居住支援法人等の関係者間での地域の課題解決のためのプロセス共有が重要であり、区市町村居住
支援協議会はその体制・環境づくりを担う。

○ 居住支援協議会が持続的に活動するためには、ノウハウの蓄積や行政界・組織を超えた連携の観点からも、居
住支援法人等の民間との協働が有効

○ 居住支援法人の数は増えており、その活動状況や特性等を踏まえ、適切な支援や行政との連携方法を検討し
ていくべき。

○ 地域の居住支援協議会の運営を民間主体とし、活動の採算性を向上させながら、持続可能で実働的な運営
体制を構築することも考えられる。

○ 複数の市町村で連携して一つの居住支援協議会を設立することや各市町村居住支援協議会の連携体制の構
築も必要。東京都及び東京都居住支援協議会がその取組もサポートすべき。 47

終身サポート事業と、所得の低い
人向けの第二種社会福祉事業（社
会福祉法改正）と連動していく、
目配せしていく、ということを書
いた方がよい。（井上）

7/24企画部会文言

○ 居住支援協議会の枠組み等を通じて、空き家施策や生活困窮者自立支援施策など他施策との連携を一層強
化していくべき。

（井上委員）

資料４－２には多分書き込む余裕がないのだと思うのですけれども、資料４－１をまとめていただくときに、この分野は先ほど話があった高齢者等終身サポート事業と、あ

ともう１つ、所得の低い人向けの第二種社会福祉事業での身寄りのない高齢者などの体制というのがこれから社会福祉法改正に伴って、社協が中心になってやっていくとい

うことは決まっているのですけれども、この２つのものと非常に関連しているのです。そういうものが先行して表れるのが居住支援の現場だという形になっているので、そう

いった２つの政策、福祉分野だけではないですけれども、総務省絡みのそちらの施策ときちんと連動していく、目くばせしていくということを書かれたらどうかなと思いました。

（奥田氏ヒア）

居住支援協議会においては、住宅部門、福祉部門に加え、環境（ごみ処理等）、司法等多角的な観点で解決策を検討できる環境をつくるべき。加えて、居住支援

協議会の枠組み等を通じて、生活困窮者自立支援制度との連携を一層強化していくべき。

（大月部会長）

空き家対策の審議会等に集まる空き家の実態に関する情報が、ほとんど特定空家等や管理不全空家等の把握にしか使われていないため、空き家担当の居住支援協

議会への参加などにより、居住支援にもつなげられるとよい。

（齊藤委員）

空き家対策協議会と居住支援協議会は構成メンバーが似ているものの、別々で情報が分断されている。両者の連携を強化することで、空き家の利活用をスムーズに福

祉へつなげることができるのではないか。

社会福祉法ー第二種社会福祉事業ー生活困窮者自立支援法（平成二十五年法律第百五号）に規定する認定生活困窮者就労訓練事業

生活困窮者自立支援法

ー生活困窮者自立支援制度

：自立相談支援事業、住居確保給付金の支給、就労準備支援事業、家計改善支援事業、就労訓練事業、子どもの学習・生活支援事業、居住支援事業

井上先生のご発言を踏まえ、追記させていただこうと思いますが、想定される取組はございますでしょ
うか？記載について問題ないか確認願います。（民住部）



（５）マンション
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マンションの状況 ＜建物とヒトの、２つの老いが進行＞
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◇ 都内分譲マンションは約200万戸あり（総世帯数の約４分の１）、主要な居住形態として広く普及

◇ 高経年マンションほど、世帯主が65歳以上である割合が高く、「２つの老い」が進行している。

◇ 築40年以上経過したマンションの戸数は、25年後には約3.4倍の146.1万戸に達する見込み
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（資料）住民基本台帳による東京都の世帯と人口／東京都、住宅・土地統計調査／総務省、
建築統計年報／東京都、住宅着工統計／東京都を基に作成

総世帯数・分譲マンション総戸数の推移

（資料）住宅・土地統計調査／総務省

家計を主に支える者の年齢が65歳以上の世帯の割合（建築年代別）

築40年以上のマンション戸数の推移

（資料）住宅・土地統計調査／総務省、「住宅着工統計」／東京都住宅政策本部
を基に作成
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管理状況の届出及び管理不全の兆候の推移
（棟）

管理状況届出制度 ＜届出率は着実に上昇、管理不全の兆候ありは高水準＞
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◇ 東京都は、2019（H31）年３月に「東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例」を制定。

本条例に基づき、2020（R2）年４月から管理状況届出制度を開始

◇ 管理状況の届出率は、2021（R3）年度末約83％から2025（R7）年度末約96.5%へ着実に上昇

◇ 管理不全の兆候のあるマンションは、2024（R6）年度末から2025（R7）年度末にかけて108棟減少。

届出済マンションに占める管理不全の兆候のあるマンションの割合は、17.４％から16.４％と１ポイント減少

したが、管理不全の兆候のあるマンションの割合は高水準で推移

（年度末）
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20,001～30,000円 30,001～40,000円 40,001～50,000円 50,001円以上 無回答

修繕積立金の住戸平均額

Ｎ＝49（20階建以上）

Ｎ＝2,615（19階建以下）

（資料）マンション実態調査

長期修繕計画の計画期間
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Ｎ＝54（20階建以上）

Ｎ＝3,104（19階建以下）

修繕積立金等の状況 ＜修繕積立金は大規模ほど高額、計画期間も長期＞
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◇ 修繕積立金の住戸平均額は、20階建以上は20,001円～30,000円が約29％と最も多く、19階建以下

は10,001円～15,000円が約26%と最も多い。

◇ 長期修繕計画の計画期間を30年以上に設定しているのは、20階建以上は約71％、19階建以下は約

60％となっている。



●都内のマンション建替えの現状

・令和６年度末までの建替え等の件数は、310件（円滑化法74件、再開発22件、敷地売却１件、その他213件）

・都心に近いエリア（都心６区＋世田谷区）に集中しており、周辺区、市部と都心から離れるほど少なく
なる傾向

（注）令和７年３月末時点で建替え竣工済みのもの

（都調査により把握できたもののみ。耐震偽装による建替えは除く。敷地売却は、

令和７年３月末時点で分譲マンションに建替えられたことが確認できたもの）

（件数）

都内のマンション建替え 区市別件数

8/17本部長から、マンション建替えの現状や、直近
で建替え手法が整備されてきている状況があるので
資料を追加するよう指示がありました。企画部会資
料から建替えの現状スライドを追加しましたので確
認願います。あわせて、建替え手法が整備されてき
ている状況を本スライドの余白（またはスライド追
加）に追記する形で作文の検討をお願いします。※
企画部会資料の範囲でお願いします。
【民間住宅部】

建替え手法について言及

都内のマンション建替えの現状 ＜建替え事例は都心部に集中＞

◇ 2024（R6）年度末までの建替え等の件数は、310件（円滑化法74件、再開発22件、敷地売却１件、

その他213件）

◇ 都心に近いエリア（都心６区＋世田谷区）に集中しており、周辺区、市部と都心から離れるほど少なくなる

傾向

◇ 2025（R7）年度、マンション関係法の改正により、建物更新などの新たなマンション再生等の手法が整備

（件数）

【まちづくりとの連携】

➢ 市街地再開発事業
➢ マンション再生まちづくり制度 など
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済みのもの
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装による建替えは除く。敷地売却は、令和７

年３月末時点で分譲マンションに建替えられ

たことが確認できたもの）

（資料）国土交通省 マンション再生等手法の比較検討マニュアル

＜新たなマンション再生等の手法の体系＞

追加

52

【まちづくりとの連携】

➢ 市街地再開発事業
➢ マンション再生まちづくり制度 など

（資料）国土交通省 マンション再生等手法の比較検討マニュアル

＜新たなマンション再生等の手法の体系＞

創設

※１ 改正前は、被災区分所有法・マンション建替法に決議規定あり
※２ 改正前は、被災区分所有法に決議規定あり

創設※１

創設※２



東京とどまるマンションの登録状況

令和８年６月末時点：1,021件
◆東京とどまるマンションの登録状況（累計）

◆東京とどまるマンションの１年間の登録数

◇ 災害時でも自宅での生活を継続しやすいマンションを東京とどまるマンションとして登録・公表（賃貸マンション含む）

8/17本部長から指摘があり、スライドを追加しまし
た。
確認をお願いします。
【民間住宅部】

◇ 災害時でも自宅での生活を継続しやすいマンションを東京とどまるマンションとして登録・公表（賃貸マンション

含む）

東京とどまるマンションの登録要件

○ 耐震性を有していること（前提条件）

○ ソフト対策

 防災マニュアルの策定【必須】

＋

 年１回以上の防災訓練の実施

 安否確認方法の構築 いずれか一つ以上

耐震性を有していることを前提に、

ソフト対策で登録が可能

令和８年６月５日に制度一部改正

※ソフト対策のかわりに非常用電源設備の設置でも登録可能

登録表示ステッカー

分譲戸数 賃貸戸数 合計戸数

合 計 123,000 13,000 136,000

年度 分譲戸数 賃貸戸数 合計戸数

令和６年度 36,000 7,000 43,000

令和７年度 31,000 2,000 33,000

追加
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令和８年6月末時点
件数 ：1021件
合計戸数：136,000戸（実数135,941戸）
（うち分譲：123,000戸（実数123,244戸）、うち賃貸：13,000戸（実数12,697戸））



管理・長寿命化

意見のまとめ ＜マンション＞

【管理が良好なマンションの適正な評価】

○ マンション管理の適正化及び管理不全の予防の観点からは、新築時から法による管理計画認定の取得を促進す
ることが必要

○ 管理計画認定制度、東京とどまるマンション、民間独自のマンション管理適正評価制度等、各制度の相互連携

と、把握した管理状況の情報を活用し、良好に管理されたマンションを都民に明らかにしていくことが必要

【管理不全への対応強化】

○ 行政において管内マンションの実態把握に取り組むことが、管理不全対策の第一歩として重要。都条例による管

理状況届出制度は、昭和58年以前の全てのマンションを対象に届出を義務化し、管理不全の兆候を発見する
非常に意義のある制度。一方、法に基づく報告徴収や指導は具体的な問題が生じたマンションに適用されるため、

２つの制度は適用される状況が異なる。状況に応じてそれぞれの制度を使い分けて活用することが必要

○ 小規模マンションなど、担い手の高齢化や資金の不足により専門家とつながりにくく自主的に改善ができない管理
組合には、マンション管理士や建築士等の多様な専門家が伴走支援を行いながら再建を図る等、運営状況に応

じた支援が必要

○ 最新のマンション管理に関する支援制度等について、自主管理等で情報が届きにくい管理組合などに対してもア
ウトリーチ型の情報発信を行うことが必要

54

行政において管内マンションの実態把握に取り組む
ことが、管理不全対策の第一歩としてまず重要
（小林）

【管理が良好なマンションの適正な評価】

○ マンション管理の適正化及び管理不全の予防の観点からは、新築時から法による管理計画認定の取得を促
進するとともに、法による管理計画同認定制度、東京とどまるマンション、民間独自のマンション管理適正評価制

度等、各制度の相互連携と、把握した管理状況の情報を活用し、良好に管理されたマンションを都民に明らかに

していくことが必要

【管理不全への対応強化】

○ 行政において管内マンションの実態把握に取り組むことが、管理不全対策の第一歩として重要。都条例による

管理状況届出制度は、昭和58年以前の全てのマンションを対象に届出を義務化し、管理不全の兆候を発見す
る非常に意義のある制度。一方、法に基づく報告徴収や指導は具体的な問題が生じたマンションに適用されるた

め、２つの制度は適用される状況が異なる。状況に応じてそれぞれの制度を使い分けて活用することが必要

○ 小規模マンションなど、担い手の高齢化や資金の不足により専門家とつながりにくく自主的に改善ができない管理
組合には、マンション管理士や建築士等の多様な専門家が伴走支援を行いながら再建を図る等、運営状況に

応じた支援が必要

○ 最新のマンション管理に関する支援制度等について、管理に関心の低い自主管理等で情報が届きにくい管理組
合などに対してもアウトリーチ型の情報発信を行うことが必要

【大規模修繕や性能向上工事による長寿命化の促進】

○ 工事費、人件費の高騰などを踏まえると、建替えが可能なマンションは限られており、長寿命化により、80年～
100年を目指し長く使用していくことが重要。そのためには適切な修繕や長寿命化工事に関する管理組合の意

識啓発や相談支援を充実させるとともに支援を担う側の専門家の育成が必要

○ 今後、多くのタワーマンションが設備更新の時期を迎える。適正な維持管理により良好な状態で長く使用するため
には、大規模修繕工事等の実態を把握し、特性に応じた誘導策等を講じることが必要

管理不全の予防という意味では、新築時からの管
理の適正化が非常に重要。次の４月から、新築時
から管理計画認定が取れるようになることも踏ま
え、新築時からの管理の適正化を、今後の管理不
全予防に位置付けていただきたい。（齊藤）

【管理不全への対応強化】二つ目の○
マンション管理士等の専門家とあるが、専門家は
マンション管理士に限定しない方がよい。建築士
や多様な専門家の連携が必要。（修繕の勧告や建
替えの勧告に係る権限強化を踏まえ、建築士の力
が必要になる。）（齊藤）

【大規模修繕や性能向上工事による長寿命化の促
進】
長寿命化では、もう一歩進んで、20年30年ではな
く80年100年を目指し、もう少し長いスパンを考え
ているということを出した方が良い。（齊藤）

【管理不全への対応強化】三つ目の○
「管理に関心の低い」とあるが、やる気や精神論で
管理不全が生じているように読めてしまう。
とりまとめに当たっては、やる気等ではなく、管理
組合の高齢化、資金不足、情報不足等原因分析の上
で記載をしてほしい。（平松）

8/7幹部レク指摘を踏まえ、修文案の検討をお願いし
ます。（民住部）
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【大規模修繕や性能向上工事による長寿命化の促進】

○ 工事費、人件費の高騰などを踏まえると、建替えが可能なマンションは限られており、長寿命化により、100年を
目指し長く使用していくことが重要。そのためには適切な修繕や長寿命化工事に関する管理組合の意識啓発や

相談支援を充実させるとともに支援を担う側の専門家の育成が必要

○ 今後、多くのタワーマンションが設備更新の時期を迎える。適正な維持管理により良好な状態で長く使用するため
には、大規模修繕工事等の実態を把握し、特性に応じた誘導策等を講じることが必要
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行政において管内マンションの実態把握に取り組む
ことが、管理不全対策の第一歩としてまず重要
（小林）

【管理が良好なマンションの適正な評価】

○ マンション管理の適正化及び管理不全の予防の観点からは、新築時から法による管理計画認定の取得を促
進するとともに、法による管理計画同認定制度、東京とどまるマンション、民間独自のマンション管理適正評価制

度等、各制度の相互連携と、把握した管理状況の情報を活用し、良好に管理されたマンションを都民に明らかに

していくことが必要

【管理不全への対応強化】

○ 行政において管内マンションの実態把握に取り組むことが、管理不全対策の第一歩として重要。都条例による

管理状況届出制度は、昭和58年以前の全てのマンションを対象に届出を義務化し、管理不全の兆候を発見す
る非常に意義のある制度。一方、法に基づく報告徴収や指導は具体的な問題が生じたマンションに適用されるた

め、２つの制度は適用される状況が異なる。状況に応じてそれぞれの制度を使い分けて活用することが必要

○ 小規模マンションなど、担い手の高齢化や資金の不足により専門家とつながりにくく自主的に改善ができない管理
組合には、マンション管理士や建築士等の多様な専門家が伴走支援を行いながら再建を図る等、運営状況に

応じた支援が必要

○ 最新のマンション管理に関する支援制度等について、管理に関心の低い自主管理等で情報が届きにくい管理組
合などに対してもアウトリーチ型の情報発信を行うことが必要

【大規模修繕や性能向上工事による長寿命化の促進】

○ 工事費、人件費の高騰などを踏まえると、建替えが可能なマンションは限られており、長寿命化により、80年～
100年を目指し長く使用していくことが重要。そのためには適切な修繕や長寿命化工事に関する管理組合の意

識啓発や相談支援を充実させるとともに支援を担う側の専門家の育成が必要

○ 今後、多くのタワーマンションが設備更新の時期を迎える。適正な維持管理により良好な状態で長く使用するため
には、大規模修繕工事等の実態を把握し、特性に応じた誘導策等を講じることが必要

管理不全の予防という意味では、新築時からの管
理の適正化が非常に重要。次の４月から、新築時
から管理計画認定が取れるようになることも踏ま
え、新築時からの管理の適正化を、今後の管理不
全予防に位置付けていただきたい。（齊藤）

【管理不全への対応強化】二つ目の○
マンション管理士等の専門家とあるが、専門家は
マンション管理士に限定しない方がよい。建築士
や多様な専門家の連携が必要。（修繕の勧告や建
替えの勧告に係る権限強化を踏まえ、建築士の力
が必要になる。）（齊藤）

【大規模修繕や性能向上工事による長寿命化の促
進】
長寿命化では、もう一歩進んで、20年30年ではな
く80年100年を目指し、もう少し長いスパンを考え
ているということを出した方が良い。（齊藤）

【管理不全への対応強化】三つ目の○
「管理に関心の低い」とあるが、やる気や精神論で
管理不全が生じているように読めてしまう。
とりまとめに当たっては、やる気等ではなく、管理
組合の高齢化、資金不足、情報不足等原因分析の上
で記載をしてほしい。（平松）

8/7幹部レク指摘を踏まえ、修文案の検討をお願いし
ます。（民住部）

再生

【多様な再生手法の活用の促進】

○ 管理組合が、早い段階から建替え等による再生、敷地売却によるマンションの終活など比較検討を行い、ライフサ
イクルを考慮した長期的な視点で長寿命化等の計画的な管理運営を行えるよう支援が必要

○ マンション単体での再生だけではなく、まちづくりや都市計画と連携し、周りを巻き込んで進めることが必要

○ 一団地認定の取扱い等課題解決にかかる最新の事例について情報発信を行うなど、国等とも連携し、団地型マ
ンションの円滑な再生に向けて取り組んでいくことが必要

【再生に関わる専門家の育成支援】

○ マンションを取り巻く社会状況の変化を踏まえ、既存の専門家派遣の制度を検証した上で、求められる専門家の
人材像を明確化し、管理組合にとってより利用しやすくすることが必要。また、適切な派遣費用の設定など専門家

にとっても参画しやすい継続可能な制度とすることが必要

管理・長寿命化



意見のまとめ ＜マンション＞

防災

【マンションにおける在宅避難の推進】

○ 東京とどまるマンションについて、賃貸マンションの登録数を増やすためには、賃貸管理業者等の防災に関する機
運の高まりを捉えて、行政が登録を後押ししていくような取組が必要

○ 東京とどまるマンションの登録により物件の評価が高まる取組や制度の一層の周知が必要

○ マンションの居住者が高齢化しており、災害時に地域から孤立しない観点が必要。とどまるマンションの制度を活用
し、マンション（分譲、賃貸ともに）と地域、行政が相互に連携し日頃から連絡を取れる仕組みが必要

○ マンションの設備等が災害時に電源喪失した場合の影響やその対策について、居住者への周知が必要
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【多様な再生手法の活用の促進】

○ 管理組合が、早い段階から建替え、長寿命化、敷地売却等を比較検討し、建替え等による再生、敷地売却に
よるマンションの終活など比較検討を行い、ライフサイクルを考慮した長期的な視点で長寿命化等の計画的な

管理運営を行えるよう支援が必要

○ 一団地認定の取扱い等課題解決にかかる最新の事例についての情報発信やまちづくりとの連携を行うなど、国

等とも連携し、団地型マンションの円滑な再生に向けて取り組んでいくことが必要

【再生に関わる専門家の育成支援】

○ マンションを取り巻く社会状況の変化を踏まえ、既存の専門家派遣の制度を検証した上で、求められる専門家の
人材像を明確化し、管理組合にとってより利用しやすくすることが必要。また、管理組合と専門家の双方にとって、

より利用しやすく、適切な派遣費用の設定など専門家にとっても参画しやすい継続可能な制度とすることが必

要

【多様な再生手法の活用の促進】一つ目の○
長寿命化は単なる再生ではなく、今あるものを伸ばし
ていくことになるので、一緒に並んでいるのは違和感
がある。
敷地売却は「再生」ではなく、終焉を考えていくとい
うニュアンス（長持ちをさせるが、最後にきれいに終
わらせていく）で捉えるべきではないか。（齊藤）

【多様な再生手法の活用の促進】二つ目の○
マンションの再生を単体で考えるのは難しく、まちづ
くりや都市計画との連携が必要になるので、そういっ
たニュアンスが入った方が再生につながりやすいので
はないか。（齊藤）

【再生に関わる専門家の育成支援】
「管理組合と専門家の双方にとって、より利用しやすく
…」とあるが、この双方というのはどういう意味か。管
理組合にとって利用しやすく、ではないか。初めて読ん
だ人に分かりやすい表現としてほしい。（齊藤）

8/7幹部レク指摘を踏まえ、修文案の検討をお願いし
ます。（民住部）



（６）住宅まちづくり、防災・減災、
ゼロエミッション、ＡＩ・ＤＸ
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（資料）東京都の緑の取組Ver.3（令和７年１月）／東京都政策企画局

◇ 都内の「みどり率※」は、長期的には減少傾向にあるが、近年は概ね横ばいで推移

◇ 都では、「自然と調和した持続可能な都市」を目指し、東京の緑を「まもる」「育てる」「活かす」取組を進める、

100年先を見据えた緑のプロジェクト「東京グリーンビズ」を推進

※ みどり率：緑が地表を覆う部分に公園区域・水面を加えた面積が、地域全体に占める割合

68.4 67.8 67.4 

53.0 52.5 52.1 

24.2 24.0 

2018年 2023年

69.8 67.4 

(67.1 )
52.4 50.7 

(50.5)

20.0 19.6 

(19.8 )

2003年 2008年 2013年

多摩部

都全域

区部

※ 2018年調査以降は、従来に比べて高い精度で緑を抽出することができる近赤外線画像を活用して、みどり率を算出。

    同じ手法により、2013年の航空写真及び近赤外線画像を活用し2013年の参考値を算出。

24.5

（％）

7,400 7,290 7,130 7,000 6,900 6,790 6,720
6,530 6,410 6,290 6,190

■市街化区域外

■市街化区域内

面積(ha)
農地面積の推移みどり率の推移

都内のみどり率の推移 ＜みどり率は近年横ばいで推移＞
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都営住宅における緑化活動

「東京みんなでサロン」のプログラムの新しいメニューとして、
令和６年度から、都営住宅の敷地内において実施

都営住宅の建替えと併せた調節池、グリーンインフラの整備

都営住宅の建替えに併せて調節池を整備。
上部は地元区が公園として整備
（都営鷺宮アパート・妙正寺川）

都営住宅の建替えに併せて緩傾斜護岸を
整備。平常時は公園として利用
（都営上石神井アパート・石神井川）

「東京グリーンビズ」

屋敷林等の保全
（特別緑地保全地区への指定）

（西東京市 下保谷四丁目特別緑地保全地区）

都市緑地法に基づき、都市において良好な自
然環境を形成している緑地を指定

特別緑地保全地区|民有
地の緑の保全・創出|東
京都都市整備局

green_action_ver3
P13（特別緑地保全地区への指定）,P25（屋敷林の保全）

東京グリーンビズにつ
いて | TOKYO GREEN 
BIZ MAP

https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/ryokuchi_keikan/toshikankyo/seido/tokubetsu
https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/ryokuchi_keikan/toshikankyo/seido/tokubetsu
https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/ryokuchi_keikan/toshikankyo/seido/tokubetsu
https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/ryokuchi_keikan/toshikankyo/seido/tokubetsu
https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/ryokuchi_keikan/toshikankyo/seido/tokubetsu
https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/ryokuchi_keikan/toshikankyo/seido/tokubetsu
https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/ryokuchi_keikan/toshikankyo/seido/tokubetsu
https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seisakukikaku/green_action_ver3
https://www.tokyo-greenbizmap.metro.tokyo.lg.jp/tokyo-greenbiz/
https://www.tokyo-greenbizmap.metro.tokyo.lg.jp/tokyo-greenbiz/
https://www.tokyo-greenbizmap.metro.tokyo.lg.jp/tokyo-greenbiz/
https://www.tokyo-greenbizmap.metro.tokyo.lg.jp/tokyo-greenbiz/
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都心南部直下地震（Ｍ７．３）の震度分布１時間降水量50mm以上の年間発生回数
（アメダス1,300地点あたり）

（資料）災害に強い首都「東京」形成ビジョン改定版【概要版】（令和８年６月）／国土交通省

＊気象庁資料より作成

（気象庁が命名した気象現象などを追記）

出典：首都直下地震等による東京の被害想定報告書（令和４年） 東京都防災会議

◇ 近年の急激な気候変動に伴い、気象が極端化。降雨量の増加や平均海面水位の上昇が確実視されており、

風水害の激甚化につながるおそれ

◇ 国の地震調査研究推進本部では、今後30年以内に70％の確率で南関東地域においてM７クラスの地震

が発生すると予測。改定された都の被害想定では、 首都直下地震等により甚大な被害が生じることを想定

気候変動による降雨量・海面水位等への影響

風水害・地震の被害想定 ＜降水量50㎜/h以上の発生回数は増加傾向＞
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（注）数字は各年度末のもの

（資料）東京都耐震改修促進計画（令和８年３月改定）／東京都都市整備局
2050東京戦略～東京 もっとよくなる～／東京都政策企画局

（年度）

4,982,900 
5,556,900 

6,349,700 
6,879,400 

1,157,000 

1,075,500 

555,700 

485,000 

81.2%
83.8%

92.0%
93.4%

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

2010

（H22）

2014

（H26）

2019

（R元）

2024

（R6）

耐震性あり 耐震性不十分

（戸数）

全住宅数

6,139,900戸

全住宅数

6,632,400戸

全住宅数

6,905,400戸

全住宅数

7,364,400戸

◇ 住宅の耐震化率は着実に上昇

◇ 2024（R6）年度末における、耐震性がある住宅の割合は、約93.4％

住宅の耐震化の状況 ＜耐震化率は着実に上昇＞

住宅の耐震化の状況

対象建築物の種類 現状
目標

令和12年度末 令和17年度末

住宅 令和７年３月 耐震化率 91.3％※

（2000年基準）

耐震化率

（2000年基準）95％

耐震性が不十分な住宅をおおむね解消

マンション 令和７年３月 耐震化率 94・9％ 耐震性が不十分なマンションをおおむね解消対象建築物 耐震化率（R6年度末）

住宅 93.4％（新耐震基準）／91.3％（2000年基準）※
※木造住宅は2000年基準、非木造住宅は新耐震基準を満たす耐震化率

マンション 94.9％

（参考）グラぴたスイッチ（感震ブレーカ―）設置率 11.7％（R5年度）

（参考）都内における感震ブレーカ―設置率：11.7％（R5年度）追加
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（資料）環境局ＨＰ（東京都の温室効果ガス排出量）

エネルギー消費量の部門別推移

◇ 都内エネルギー消費量は、2024（R6）年度では2000（H12）年度比で28.6％減少

◇ 家庭部門はその約３割を占めており、2000（H12）年度比部門別で唯一増加

◇ 2025（R7）年度から、大手ハウスメーカー等の事業者に対し、新築住宅等に太陽光発電設備の設置等を

義務付ける制度を開始するなど、制度・支援の両面で住宅における省エネ・再エネを促進

エネルギー消費量の推移 ＜2000年度比で着実に減少＞

東京ゼロエミ住宅の概要
東京ゼロエミ住宅

もともと左側に掲載していた「エネルギー消費量及
び温室効果ガス排出量の推移」を削除し、エネル
ギー消費量の減少に資する取組例（新築住宅）を掲
載しました。こちらで問題ないかご確認願います。
【環境局】

追加

建築物環境計画書制度

４分野 主な環境配慮事項

エネルギーの
使用の合理化及び再生可能
エネルギーへの転換

○外皮（断熱）、省エネ性能
○再エネの直接（パッシブ）利用、間接利用（オンサイト設置）、電気の再エネ化

率）
○エネルギーマネジメントシステム（DR機能）

○低炭素資材（木材等）の利用、節水
○建設に係るCO2排出量の把握
○建設副産物（発生土等）のリサイクル・適正処分
○長寿命化等（躯体の劣化対策、更新の容易性等）

の保全
雨水浸透
敷地・建築物上の緑の量及び質の確保（エコロジカルネットワーク）
良好な景観形成等

ヒート対策（建築設備からの人工排熱対策）
災害レジリエンス（避難場所、備蓄、非常用発電（EV及びPHV用の充電設備
の設置）

省エネ性能表示制度

建築物環境報告書制度

◇ 都内エネルギー消費量は、2024（R6）年度では2000（H12）年度比で28.6％減少

◇ 家庭部門はその約３割を占めており、2000（H12）年度比部門別で唯一増加

◇ 2025（R7）年度から、大手ハウスメーカー等の事業者に対し、新築住宅等に太陽光発電設備の設置等

を義務付ける制度を開始するなど、制度・支援の両面で住宅における省エネ・再エネを促進



62（資料）都民のAIに関する意識調査（概要版）＜令和８年２月 デジタルサービス局＞

〇 「ＡＩ」はあなたの生活や社会にどのような
影響を与えると思いますか？（複数選択）

〇 あなたは将来どのような分野で「ＡＩ」を使った
サービスが使われることを期待しますか？（複数選択）

◇ ＡＩに対して、「生活が便利になる」「効率化」などポジティブ評価が多いが、ネガティブ評価（「誤情報拡散」

「コミュニケーションの希薄化」など）も一定の割合

◇ ＡＩに期待する分野は「医療・介護」、「コミュニケーション」、「交通・移動」などが高い。

ＡＩへのイメージや期待 ＜暮らしや生活に関する分野への高い期待＞



意見のまとめ ＜住宅まちづくり、防災・減災、ゼロエミッション、ＡＩ・ＤＸ＞

住宅まちづくり

○ 住宅の立地や住環境をどうしていくのかを考え、まちづくりと一体となって取り組むことが重要。その際、今後の人口

減少や災害リスクなども踏まえ、都市政策の上位計画において、考え方等を位置付けることも必要

○ ライフスタイルや子育て世帯のニーズの多様化などにより、地域によって必要とされる住環境等は異なる。区市町

村が都市計画マスタープラン等で、どのような市街地を形成するのかをまちづくりの視点から示すことが重要であり、

そのうえで、行政、地域住民、事業者等関係者間で意見交換・協議できる体制の構築が必要

○ 郊外の戸建住宅団地について、高齢化や空き家の増加などの課題があることから、今後のあり方について検討が

必要。その際、利便性等の客観的指標だけではなく、地域住民の主体的な活動状況等も考慮すべき。

○ 災害リスクのあるエリアに住んでいる都民が安全に暮らすことができる住まい・住まい方を考える必要がある。

○ 緑の環境整備によって良い住環境を形成することが可能。敷地内の緑と公共空間の緑を一体的にデザインし、質

の良い緑環境を確保・維持していくことが重要。緑を媒介とした住民同士のコミュニケーションにより、地域力の強

化にもつながる。

○ 今後、駐車場需要の減少が見込まれるため、空き駐車場の活用や集約駐車場の整備など、まちづくりと連携する

ことで歩行空間を豊かにすることが可能であり、子育て世帯が住みやすい住環境整備や、高齢化社会に対応した

ウォーカブルなまちづくりにもつながる。
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意見のまとめ ＜住宅まちづくり、防災・減災、ゼロエミッション、ＡＩ・ＤＸ＞

防災・減災

○ 既存住宅の利活用の前提にもなる住宅の耐震化は、一層推進することが重要。また、震災時の火災発生に備

え、感震ブレーカ―の設置を進めることも重要

○ 地域住民とマンション居住者の助け合いが円滑に行われるためには、日頃の防災訓練や地域イベントでの連携な

ど、地域コミュニティの強化が必要。賃貸住宅では、管理会社が地域とのつなぎ役を担い、町会・自治会や居住

支援法人等多様な主体と連携することが重要

○ 建設型応急住宅の建設場所について、災害リスクエリア内の候補地をあらかじめ排除する必要はないが、被災者

ニーズに対応できる選択肢を用意することが重要

○ 首都直下地震時の広域的な避難を想定した復興プロセスを考えることが重要。特に、賃貸型応急住宅の提供
に当たっては他県との連携・情報共有が必要となるが、人口が多い東京では過去の災害時と同様にはいかないこ

とが想定されるため、災害シナリオを想定した自治体職員同士でのブレインストーミング等から取り組むべき。

○ 時限的市街地については、事前に、仮設の住宅や事業所、商店等をどうやって同じ場所に整備するのかなど、庁
内の関係部局が横断的に連携して具体的な検討しておくことが必要

○ 本格的なＤＩＹをする人が増えている。災害時の応急修理における人材不足の現場で地域のボランティアとして

活躍してもらうことも、住まいの安心・安全の観点から重要

○ 酷暑の中で、街路樹が強剪定されて日影がなくなると、移動が困難になるという事例もある。みどりの確保が、暑さ

対策には重要
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意見のまとめ ＜住宅まちづくり、防災・減災、ゼロエミッション、ＡＩ・ＤＸ＞

ゼロエミッション

○ 既存の住宅ストックを最大限活用する観点から、既存住宅についても省エネ性能向上が重要。その際、手間やコ

ストを踏まえ、部分的なリフォームの実施により性能確保を進めていくことも必要

○ 窓等の改修は環境性能の向上につながるが、居住者の負担が大きく、マンションの場合は規約上の制約等もある。

買取再販事業者による改修を促す支援や、断熱性能が市場評価や融資条件に反映される仕組みの構築が必

要

○ 再生可能エネルギーの活用や蓄電池の整備は重要であるが、都内は敷地条件が厳しいため、対策が必要

○ 住宅単体を対象とするのではなく、周辺環境の質の向上も含め、居住環境全体で検討することが必要

○ 断熱性能が確保されることで住み心地がよくなる等、住宅の環境性能が高まるメリットをしっかりと周知し、環境性
能の高い住宅が増えるよう後押しすることが重要

ＡＩ・ＤＸ

○ 今後単身高齢者が増加することを踏まえ、一般賃貸住宅におけるスマートメーター等ＩｏＴを活用した見守り

サービスの普及促進に向けた検討が必要

○ デジタル技術を活用し、住宅情報や支援情報を横断的・一元的に提供する仕組みを構築するとともに、プラット

フォームやポータルサイト等を通じて分かりやすく発信していくことが重要

○ ＡＩの活用やＤＸの推進は重要である一方で、建築分野では当面ＡＩに代替できない現場人材が不足してい
るため、人材の確保も重要
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２．目指す2050年代の住生活の姿（案）について
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なぜ2050年代の住生活か P68
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目指す2050年代の住生活の姿（案）について
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バックキャストの視点で将来を展望する

2050年代の住生活を描く

⚫ 都では、都政の新たな羅針盤である「2050東京戦略」を令和６年度に策定し、2050年代に目指す東京の

姿「ビジョン］実現に向けた取組を進めている。

⚫ 東京の目指すべき都市の姿を示す上位計画である「都市づくりのグランドデザイン」は、2050年代に向けた東

京の都市づくり推進のための改定作業を進めている。

⚫ 本年３月に閣議決定された国の「住生活基本計画（全国計画）」では、四半世紀ごとに大きく方向性が変

わってきた住宅政策の変遷を踏まえ、2050年の住生活の姿を描き、当面の施策の方向性を取りまとめている。

⚫ 時代が激動するこの機をチャンスと捉え、都における新たな住宅政策の展開に向けては、2050年代という将

来を見据え、長期的な視点で戦略的に取組を進めていくことが重要である。

2026 2050

理
想
の
姿

⚫ 施策展開を検討する上では、従来の延長線上の発

想ではなく、目指す理想の姿（2050年代の住生

活の姿）から逆算して道筋を定めるバックキャスト

の視点を取り入れていく。

今後10年間で取り組む施策の方向性を検討

予
想
さ
れ
る
未
来

現
状

なぜ2050年代の住生活か
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（１）人口・世帯、住宅ストック
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東京都 区部 多摩・島しょ 全国

2030年にピーク

1,426万人

予測

（年）

（万人） （万人）

（資料）2020年以前の数値は全国・東京都ともに「国勢調査」／総務省
2025年以降の全国の数値は、「日本の将来推計人口（令和５年推計）」／国立社会保障・
人口問題研究所 による。
2025年～2065年の東京都の数値は、「2050東京戦略 附属資料 東京の将来人口
（令和７年３月）」／東京都政策企画局 による。

全国（右軸）

住宅事情１－１

（資料）「2050東京戦略 附属資料 東京の将来人口 （令和７年３月）」／東京都政策企画局

住宅事情１－２

＜人口の推移＞ ＜年齢階級別人口の推移＞

人口の変化① ＜総人口がピークを迎え、超高齢社会が一層進展＞

✓ 東京都の総人口は、2030（R12）年にピーク（1,426万人）を迎え、その後は減少見込み

✓ 65歳以上の割合は、2030（R12）年には４人に１人（23.4％）、2050（R32）年には３人に１人

（29.3％）に

✓ 生産年齢人口の割合は、2030 （R12）年に66.5％へ上昇するものの、2050 （R32）年には60.8％に

低下する見込み

高齢社会ではなく、超高齢社会と
すべきではないか。（齊藤）
表題修正

（高齢社会→超高齢社会）

WHOでは、社会の高齢化を表す言葉として次の3つを提げている。

「高齢化社会」「高齢社会」「超高齢社会」だ。

まず「高齢化社会（aging society）」は、高齢化率7〜14％未満の
社会。この定義に従うと、日本は高齢化率が7.1％に達した1970年、
つまり半世紀以上も昔に「高齢化社会」へ突入していたことになる。
なので、先のニュースは間違いということになるだろう。

続く「高齢社会（aged society）」は、高齢化率が14〜21％未満
と定義される。2021年の日本は29.1％だから、すでに「高齢社会」
ですらないことになる。

そして3つ目が「超高齢社会（super-aged society）」。高齢化率
が21％以上、つまり5人に1人以上が高齢者となった社会である（ち
なみに「超高齢化社会」ではない）。これに照らせば、日本は2007
年に21％を超え、「超高齢社会」を迎えた。つまり、「日本は今、
超高齢社会を迎えている」が正しい表現になる。
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（※１）団塊世代：1947～1949（昭和22～24）年生まれの人口の多い年齢層のことをいう

（※２）団塊ジュニア世代：1971～1974（昭和46～49）年生まれの人口の多い年齢層のことをいう

2050東京戦略附属資料
東京の将来人口
PowerPoint プレゼン
テーション

＜人口ピラミッドの推移＞

（資料） 「2050東京戦略 附属資料 東京の将来人口 （令和７年３月）」／東京都政策企画局 を基に作成

（注）「85～89歳」、「90歳以上」の男女構成比は、「85歳以上」の男女構成比と同一として、住宅政策本部において算出

団塊ジュニア

世代

団塊世代

団塊ジュニア

世代

団塊世代

団塊ジュニア

世代

就職氷河期

世代

就職氷河期

世代

就職氷河期

世代

人口の変化② ＜10年後には団塊世代が85歳超、団塊ジュニアが高齢者＞

✓ 2035（R17）年には、団塊世代は85歳を超え、団塊ジュニア世代は60歳を超える。

✓ 2050（R32）年には団塊ジュニア世代が75歳以上の後期高齢者となる。

✓ 年少人口及び生産年齢人口の割合が低く、65歳以上の老年人口の割合が高い「つぼ型」に変化
グラフ修正。100歳まで５歳刻

みにできないか（松本）
※政策企画局の推計。85~90は総数
はでているので案分はできるか
（住政独自の推計になる）
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（H22）
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（R12）
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（R22）

2050

（R32）

2060

（R42）

単独世帯（75歳以上）

単独世帯（65～74歳）

単独世帯（65歳未満）

夫婦のみ

夫婦と子供

その他

（万世帯）
予測

令和17年（2035年）にピーク

768万世帯

（資料）R22までは「国勢調査」／総務省、「東京都世帯数の予測（平成31年3月発行）」／東京都総務局 を基に作成
R27以降は東京都政策企画局による予測値

（備考）1. H2までは世帯の家族類型旧分類区分で記載。H22までの家族類型不詳世帯はその他に含む。
単独世帯の年齢不詳世帯は65歳未満世帯に含む。

2. 単位未満の四捨五入等により、内訳の合計が総数と一致しない場合がある。

住宅事情１－６

Ｒ８第１回企画部会
（セーフティネット／
民間賃貸住宅）

＜世帯数の推移＞

（資料）「高齢者の居住安定確保プラン（令和６年３月）」／東京都 から作成

推計

＜高齢者単独世帯数と全世帯に占める割合の推移＞

（資料）日本の世帯数の将来推計
（都道府県別推計）─令和2（2020）
〜32（2050）年─ （国立社会保障･
人口問題研究所）より作成
日本の世帯数の将来推計（都道府県
別推計）（令和6（2024）年推計）
報告書

（資料）日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）─令和２（2020）～32（2050）年─ 
／国立社会保障･人口問題研究所 より作成
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単独 夫婦等

単独

夫婦等

（万世帯）

世帯数の変化 ＜2035年まで増加、高齢者世帯は増加傾向、子育て世帯は減少傾向＞

✓ 東京都の世帯数は、2035（R17）年まで増加し、その後減少が見込まれる。

✓ 一方、高齢者世帯は2050（R32）年まで増加が続き、特に高齢単身世帯の増加が顕著

✓ 夫婦と子供の世帯は、2050（R32）年に向けて減少が見込まれる。

＜世帯主65歳以上の世帯総数の推移＞
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（H27）
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（R2）

2025

（R7）

2030

（R12）

（万人）

要支援 要支援１ 要支援２

要介護１ 要介護２ 要介護３

要介護４ 要介護５ 将来推計値

計 54.7万人

計 42.4万人

計 35.8万人

計 76.2万人

予測

計 62.1万人

計 68.1万人

（資料）「介護保険事業状況報告（月報）」／厚生労働省、 高齢者保健福祉計画R6～R8／東京都福祉局
（注）実績値は各年４月末。予測値の最新版では内訳を行っていないため合計値を参照。

住宅事情１－９

67.1%

95.3%

78.7%

32.9%

4.7%

21.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

後期高齢者

前期高齢者

高齢者全体

自立高齢者 要介護・要支援認定者

（資料）「介護保険事業状況報告（月報）（2025年７月）」／厚生労働省

住宅事情３－９

＜要介護度別認定者数の推移＞＜東京都の要介護・要支援認定率＞

約８割

高齢者の状況 ＜元気で自立した高齢者が多い一方、福祉ニーズは増加傾向＞

✓ 高齢者の８割は要介護（要支援）認定を受けていない元気で自立した高齢者である。

✓ 一方、2000（H12）年の介護保険制度開始以来、要介護認定者数は増加傾向
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住宅事情２－１
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住宅数（万戸） 182.4 251.4 313.9 379.6 423.9 452.8 481.8 530.0 567.0 618.6 678.1 735.9 767.2 820.1

世帯数（万世帯） 196.9 269.2 317.9 366.4 391.5 409.5 436.0 472.0 500.5 548.7 598.5 651.0 685.6 729.5

空き家率（％） 2.2 2.7 4.0 5.6 8.1 8.7 8.5 9.9 11.0 10.8 11.1 11.1 10.6 10.9
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（万戸，万世帯） (％)
＜住宅ストック数と世帯数の推移＞

令和７年

都122,130戸

国740,667戸
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全国（右目盛り）

＜新設住宅着工戸数の推移＞

（資料）建築統計年報／東京都都市整備局、

住宅着工統計／東京都住宅政策本部

820万戸 730万

世帯

住宅ストックの状況 ＜住宅ストック数は将来的にも総世帯数を上回る＞

✓ 2023（R5）年において住宅ストック数（約820万戸）は、総世帯数（約730万世帯）を上回っている。

✓ 総世帯数のピークとなる2035（R17）年（約770万世帯）においても、適切な住宅の維持・管理が進め

ば、ストック上で約50万戸の余裕が生まれる見込み

✓ 新設住宅着工戸数は、近年は減少傾向

（資料）住宅・土地統計調査／総務省

※世帯数は、住宅以外の建物に居住している世帯を含む。
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（２）関連計画
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（資料）2050東京戦略～東京 もっとよくなる～ 概要版

2050東京戦略（令和７（2025）年３月）

✓ 2050年代に目指す東京の姿「ビジョン」を実現するため、2035年に向けて取り組む政策を取りまとめた、都

政の新たな羅針盤

✓ 戦略17【まちづくり・住まい】における2050年代のビジョンとして、「日々の暮らしの基盤である住まいの充実や、

災害に強い安全・安心な市街地の形成により、子育て世帯をはじめ、あらゆる人が集まり豊かに暮らせるまち

が実現」を掲げている。

（資料）2050東京戦略～東京 もっとよくなる～ 76



グランドデザイン策定から８年が経過し、

東京を取り巻く社会経済状況が大きく変

化したこと等を踏まえ、改定に当たって

の都の基本的な考え方を取りまとめ

【中間のまとめにおける目指すべき都市像】

- 都市づくりの目標

- 日本と世界における東京の役割

- 広域、地域の都市構造

- 広域的な４つの地域区分と都民活動イメージ

（資料）「都市づくりのグランドデザイン」改定に向けた中間のまとめ

「都市づくりのグランドデザイン」改定に向けた中間のまとめ（令和８（2026）年３月）

✓ 目指すべき東京の都市の姿と、その実現に向けた都市づくりの基本的な方針と具体的な方策を示す「都市づく

りのグランドデザイン（平成29（2017）年９月）」について、2050年代に向けた東京の都市づくりを推進

するため、令和８年度の改定に向け、令和８年３月『「都市づくりのグランドデザイン」改定に向けた中間のま

とめ』を公表
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表題要確認
（都市整備局）

「都市づくりのグランドデザイン」改定 都市づくりの目標（案）（目標年次：2050年代）

（資料）「都市づくりのグランドデザイン」改定に向けた中間のまとめ 78



人生100年時代における時々のライ
フスタイルやあらゆる世帯属性に適し
た住宅を過度な負担なく確保できる

社会を目指す

官民投資により蓄積してきたインフラと
居住環境を備えた住宅・住宅地が市
場を通じて最大限に活用される持続

可能な社会を目指す

国、地方公共団体、事業者、そして
住生活を営む居住者自身を含めたあ
らゆる関係者で連携して住宅市場を

維持し続ける社会を目指す

住まいを
支える
プレイヤー
の視点

住まうヒト
の視点

住まうモノ
の視点

高齢期

若者・子育て

住宅確保
要配慮者

アフォーダブル
な住宅

住生活産業
の発展

ストック形成

市場での
適正な評価

管理・再生
活用・除却

住宅地の
持続可能性

災害への対応

地域の住宅行政

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑪⑩

⑨

（資料）住生活基本計画（全国計画）関連資料 リーフレットを基に作成

リーフレット文書

住生活基本計画（全国計画）（令和８（2026）年３月27日閣議決定）

✓ 2050年を見据えた住生活をめぐる様々な変化を踏まえ、３つの視点と11の目標を設定

✓ 既存の住宅ストックを最大限活用しながら、人生100年時代の住生活を支える基盤を再構築していくという

住宅政策の方向性を明確にした点が特徴
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視点 目標 2050年に目指す住生活の姿 当面10年間で取り組む施策の方向性

住
ま
う
ヒ
ト

①人生100年時代を見据え、高齢者が孤立せず、
希望する住生活を実現できる環境整備

高齢期に適した円滑な住替え･ﾘﾌｫｰﾑの促進
高齢期に孤立せず安心できる住環境の充実

高齢期の返済負担軽減が可能なローンの整備
居住サポート住宅･ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ住宅等の普及拡大

②若年世帯や子育て世帯が希望する住まいを
確保できる社会の実現

若年･子育て世帯向けの選択肢の充実
子育てしやすい居住環境･サービスの充実

こどもつながるURの実践と他団地等への展開
既成住宅地の相続住宅の市場を通じた流通

③住宅確保要配慮者が安心して暮らせる居住
環境・居住支援体制の整備

｢気付き｣と｢つなぎ｣の居住支援の定着
公的･民間賃貸住宅双方によるｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ機能充実

総合的･包括的な居住支援体制の整備
居住サポート住宅･ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ住宅等の普及拡大(再掲) 

④過度な負担なく希望する住生活を実現でき
る環境整備

安心して住宅を取得できる環境の整備
質の高い住宅の多世代間での継承

既成住宅地の相続住宅の市場を通じた流通(再掲)

頭金積立支援､住宅ローンの充実

住
ま
う
モ
ノ

⑤多世代にわたり活用される住宅ストックの
形成

更新･改修による住宅ｽﾄｯｸの質的向上
世帯人員減少に対応した住宅ｽﾄｯｸの充実

質向上加速化の支援(耐震､省エネ､ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ)
将来世代に継承する住宅ｽﾄｯｸの供給･流通の推進

⑥住宅ストックの性能や利用価値が市場で適
正に評価され、循環するシステムの構築

所有者による維持管理と次世代継承の定着
維持管理･利用価値を評価する市場へ転換

維持管理･流通の促進のための市場環境整備
性能･利用価値の査定評価法の普及

⑦住宅の誕生から終末まで切れ目のない適切
な管理・再生・活用・除却の一体的推進

放置空き家等にしない適正管理の定着
マンションの適正管理､再生円滑化

空き家化する前の対策･活用･除却等の支援の充実
マンションの計画的な維持管理の推進

⑧持続可能で多様なライフスタイルに対応可
能な住宅地の形成

市場機能を活用した持続可能な住宅地の形成
多様なﾗｲﾌｽﾀｲﾙ･交流を支える住環境の充実

住宅･住宅地の継承に向けた規律と誘導の確立
移住･二地域居住等に資する環境整備の推進

⑨頻発･激甚化する災害に対応した安全な住環
境の整備

安全な住宅への改修･住替えの推進
災害時の住まい確保･生活再建の迅速化

耐震化･密集市街地の整備改善の促進
災害時に備えた関係機関の体制整備の推進

住
ま
い
を
支
え
る

プ
レ
イ
ヤ
ー

⑩担い手の確保・育成や海外展開等を通じた
住生活産業の発展

安定供給の確保､所有者支援体制の充実
2050ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙに向けたﾗｲﾌｻｲｸﾙｶｰﾎﾞﾝ削減

ﾋﾞｼﾞｮﾝの策定､所有者支援･DX･和の住まいの推進
ﾗｲﾌｻｲｸﾙｶｰﾎﾞﾝを意識した住生活産業の推進

⑪国と地方における住宅行政の役割の明確化
と推進体制の整備

国による市場の環境整備･誘導･補完の継続
地方の分野横断的な住宅行政の実現

住生活基本計画を通じた政策の推進･検証
地方住宅行政の役割や連携･協働のあり方の検討

住生活基本計画（全国計画） 2050年に目指す住生活の姿

（資料）住生活基本計画（全国計画）の概要／国土交通省 80



2050東京戦略

都市づくりの
グランドデザイン
（改定に向けた中間の

まとめ）

住生活基本計画
（全国計画）

令和７年一定施政方針

（ビジョン）

グランドデザイン中間のまとめ

（まちづくりの方向性）

◆ 全ての「人」が輝き、一人ひとりが幸せを実感できるような「成長」と「成熟」が両立した「世界で一番の
都市・東京」の実現

◆ 都内各地で進むまちづくりの機会を捉えて、「人」が主役の都市へと再構築
◆ 「つくっては壊す」から「長く大切に使う」発想へ転換

◆ あらゆる場所で緑を感じられる世界一の都市・東京 「活力とゆとりのある高度成熟都市」

（都市づくりの目標（案））

（目指すべき都市像）

◆ 集約型の地域構造への再編で、自然と共生する持続可能なまちの実現
◆ 地域ごとに軸やクラスターを形成し、拠点をつなぎ、活力・魅力を最大化
◆ 地域ごとに強みや特色を最大限際立たせ、東京全体で多様な活力と魅力を発揮
◆ 個性ある様々な地域で、多様な住まい方・働き方・憩い方を選択できている

（住宅政策の方向性）

◆ 市場機能の進化を通じて住宅ストックを最大限活用しつつ、人生100年時代の住生活を支える基
盤を再構築

◆ 国民それぞれの暮らし・住まいのWell-beingを満たす（多様なライフスタイルに応じた住生活の幸
福度を高める）政策の推進

住生活基本計画 本文（１）住
宅政策の方向性

◆ すべての人の多様なライフスタイルに応じた、幸福度（Well-being）の最大化

◆ 「つくっては壊す」から、ストックを最大限活用する「長く大切に使う」発想へ

◆ 地域ごとの特性をいかし、多様な価値が共存・連携

通底する考え方

いずれも2050年代を見据え、バックキャストの視点で施策を検討

関連計画まとめ
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（３）目指す2050年代の住生活の姿（案）
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 高齢世帯は2050年にかけて増加し、単身高齢世帯や住宅確保要配慮者への対応が一層重要に

 元気な高齢者も含めて、将来の住まいを安心して選択できるよう、多様な受け皿の確保と必要なサポートが受けられる住環境

が必要

 出産や子供の成長などライフステージに応じて、ひとり親世帯や共働き世帯も含め、子育て世帯のニーズにあった住宅を選択しやす

くなるよう、様々なタイプの住宅供給が必要

人口・世帯構造の変化

 住宅ストックは、世帯数がピークとなる2035年においても、適切な維持管理が進めば世帯数を約50万戸上回る見込み。今後の

相続物件の大量発生を見据え、空き家化を未然に防ぎ、既存住宅を子育て世帯など次の居住者へつなぐ取組が必要

 分譲マンションは建物と居住者の「２つの老い」が進行。また、多くのタワーマンションが設備更新の時期を迎える。マンションを長期

に住み続けられる居住基盤として維持修繕・再生していくことが求められる。

 公的住宅は、今後老朽化が進む中、建替えだけでなく、耐用年数を超えた長期活用も視野に、適切な維持管理を進めることが

必要。また、地域に開かれた公的資源として活用していくことが求められる。

住まいの変化

 すべての人の多様なライフスタイルに応じた、幸福度（Well-being）の最大化

 「つくっては壊す」から、ストックを最大限活用する「長く大切に使う」発想へ

 地域ごとの特性をいかし、多様な価値が共存・連携

関連計画が示す方向性

2050年代に向けた住生活を取り巻く環境の変化

⚫ 住生活を取り巻く環境の変化について、統計データや企画部会における審議内容等を踏まえて整理

【住まいの変化】二つ目の□
「再生」だけでなく、「維持修繕」を追記し
てほしい（「維持修繕・再生」）。（小林）
追記

 分譲マンションは建物と居住者の「２つの老い」が進行。また、多くのタワーマン

ションが設備更新の時期を迎える。マンションを長期に住み続けられる居住

基盤として維持修繕・再生していくことが求められる。

【住まいの変化】４つ目の□
「地域に開かれた公的資源として活用」とあ
るが、公的住宅だけではなく、分譲マンショ
ンや戸建て住宅等も活用する、というニュア
ンスでよかったか。（齊藤）
３つ目と４つ目の□を統合

 公的住宅は、今後老朽化が進む中、建替えだけでなく、耐用年数を超えた長

期活用も視野に、適切な維持管理を進めることが必要。

 また、地域に開かれた公的資源として活用していくことが求められる。

【住まいの変化】二つ目の□
今建っているタワーマンションの多くが、
2050年代に築40-50年となるため、改修等の実
施、管理不全等課題が顕在化している可能性
がある。
「…「二つの老い」が進行。」の後に、多く
のタワマンが設備更新の時期を迎える旨を追
記し、その後の維持管理修繕につながるよう
な記載としてほしい。（髙宮）
修文
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＜住まうヒトの視点＞
➢ 人生100年時代の中において、全ての都民が、その時々のライフスタイルに適した住まいや住まい方を実現

＜住まうモノの視点＞
➢ 多世代にわたり継承される住宅ストックによる循環型市場が形成され、地域特性に応じた住環境が実現

誰もがライフステージや暮らし方に応じて住まいを選び、
安心して住み続けられる東京

• 居住の場としての魅力向上には「ヒト」を大切にしたまちづくりが重要

• また、住宅は、人の生活の基盤であると同時に、都市を形づくる基本的な要素（「モノ」の性質）

• 目指す2050年代の住生活の姿の実現には「ヒト」、「モノ」への施策展開が必要

• なお、施策展開にあたっては、それらを支える仕組みやプレイヤーなど、共通する視点が必要

◇ 暮らし方は人さまざまである。また、ライフステージによっても変化が生じる。

◇ 人生100年時代の中で、誰もがその時々のライフスタイルに適した住宅・住環境で豊かで安心した住

生活を送っている。

◇ 循環型市場が形成され、住宅が長く大切に使われている。

◇ こうした居住の場としても魅力的な東京が実現し、あらゆる人が豊かに暮らしている。

子育て世帯、高齢者、若者、外国人、低額所得者など すべての都民

空き家、公共住宅、マンション、市場環境、防災、ゼロエミッション etc.

目指す2050年代の住生活の姿（案）

～○○～

4パラ
東京都住宅基本条例
＆2050東京戦略ビジョン
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住まうヒト

✓ 子育てを社会全体で支える住環境が整っており、子育て世帯が負担や不安を感じることなく、仕事や余暇に充実した
日々を過ごしている。

✓ 高齢者の誰もが、社会から孤立することなく人生100年時代を謳歌し、ライフスタイルにあった住まいへの円滑な住替えや
リフォームを実施しながら、自分らしくいきいきと健康に暮らしている。

✓ 重層的な住宅セーフティネット機能の下、住宅の確保に配慮を要する都民が、都営住宅などの公的賃貸住宅や民間賃
貸住宅等に住まいが確保され、広く普及した居住支援により、安心して暮らしている。

✓ 都民の住まいの選択肢が充実することで、誰もが時々のライフスタイルや世帯属性に適した住まいを確保することができ、
一人ひとりが地域社会の一員として自分らしく暮らし、活躍できる社会が実現している。

住まうモノ

目指す2050年代の住生活の姿（案）

✓ 住宅の維持管理やリフォーム、売却・除却も含めた住まいの終活・相続が適切に行われ、様々な形で流通・利活用され
ることで、長期にわたって不在となる空き家が無くなっている。

✓ 都営住宅などの公的住宅団地が緑地や広場、コミュニティ活動等を介して地域に溶け込み、地域の交流や支え合いを
育む拠点となっている。

✓ 都市居住の基盤として世代を超えて継承されたマンションが地域と共生することで、まちの価値を高め続けている。

✓ 多様な選択肢の中から自身に最適な住まいを安心して選択できるよう、住宅の価値や性能など、住まいに関する必要な
情報が可視化され、住宅ストックの循環システムが構築されている。

✓ 耐震化や密集市街地の改善、浸水対策等が進むことで、地震や豪雨など様々な災害に対処可能な防災機能・レジリ
エンス機能が強化され、災害が発生しても都市活動・日常生活が維持できる住宅・住宅市街地が実現している。

✓ 脱炭素社会に向けて、地域基盤整備や新技術・設備等の積極的導入による住宅・住宅市街地のゼロエミッションが実
現し、環境負荷をかけない暮らしが定着している。

✓ 環境負荷に優れた

✓ 環境負荷が低減された

✓ 環境負荷が削減された

【住まうモノの視点】一つ目の✓
「空き家が無くなっている」とあるが、その要因
が住まいの終活と相続になっている。空き家の幅
広い活用が進むといった視点（言葉）も入れた方
が良いのではないか。（平松）
修文

✓ 住宅の所有者が、自発的に住宅の維持管理や、リフォーム、及び売却・除却も含めた住まいの終活・及び相続が適切に
行われ、様々な形で利活用されることで、を行うことで長期にわたって不在となる空き家が無くなっている。

※長期にわたって不在となる空き家：令和５年住宅・土地統計調査 「住宅及び世帯に関する基本集計（確報集計）結果」か
ら引用

8/7幹部レク指摘を踏まえ、「流通」を追記しました。
確認願います。（民住部）
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全体を貫く視点

都民目線（ Well-being ）

 東京に住む全ての人が住宅の質や価格なども含め様々な面から安心して住宅を確保できるよう、
ライフステージや暮らし方の変化を捉え、地域社会の中で安心して暮らし続けられるための必要な
情報や施策を確実に届けることが重要

多様な主体の連携

 国、区市町村に加え、都市再生機構、東京都住宅供給公社、民間事業者、地域などの多様な
主体が、それぞれ適切な役割を担い、連携して持続可能な体制や仕組みを構築することが重要

まちづくりとの連携

 地域特性に応じた豊かな暮らしを実現するため、地域の実情や暮らしの実態を踏まえまちづくりと
一体となって取り組むことが重要

多様な政策手法の展開

 施策効果の最大化を図るため、ヒトやモノをターゲットとした金融や税制、公的リソースの活用など
も含めた多様な政策手法を展開することが重要

ＡＩ・ＤＸの活用

 ＡＩ・ＤＸ等のデジタル技術を活用した住宅政策を効果的に進めることが重要

未来を見据えた柔軟な転換

 新たな課題に対応するため、既存の枠組みに捉われない柔軟な発想による取組を展開することが重要

目指す2050年代の住生活の姿（案）の実現に向けて

住
ま
う
ヒ
ト

住
ま
う
モ
ノ

①都民目線・居住者視点
外国人を含めた全ての都民のライフステージや暮らし
方の変化を捉え、地域社会の中で安心して暮らし続
けられるための必要な情報や施策を確実に届ける

②プレイヤー・多様な主体の連携
国、区市町村に加え、UR、JKK、地域など、それぞれ
が適切な役割を担い、連携して持続可能な体制を構
築することで施策の実効性を高める

⑤ＡＩ・ＤＸの徹底活用
データに基づき課題を分析、ＡＩ・ＤＸを活用して
施策効果を最大化する

④多様な政策手法の活用
補助に加え、金融、ファンド、税制、ＳＩＢ等の多様
な政策手法を幅広く検討・組み合わせ、施策効果を
最大化を図る

⑥未来を見据えた新たな転換
既存の枠組みに捉われない柔軟な発想により、施策の
実装を阻む制度・慣行など構造的課題を洗い出し、
規制改革など国への働きかけも含めて検討する

③まちづくりとの連携
地域の実情や暮らしの実態を踏まえた施策実施により、
地域特性に応じた施策効果を発現させる

住まうヒトや住まうモノの目指す2050年代の住生活の姿の実現に向けて、住宅施策を展開するうえでは、
多様な主体の参画や仕組みの構築に加え、地域特性を踏まえたまちづくりとの連携等により実効性を高め
ることが重要

（大月先生）公営、公社、UR、民賃などの住宅情報が縦割りで分断され、一気通貫で情報を得ることができないため、様々な側面か
ら自分にふさわしい住宅を考えることが難しい。DXやネットワーク構築により、情報提供の仕組みの検討が必要。

（後藤先生）東京は全国で最も単身高齢者が多い地域であり、単身高齢者の増加への対応として、特に住宅政策と福祉部門が関係した
課題など、もう一段ギアを上げて全国に先駆けた取組、様々な検討をしていくべき。
増大する都民の住宅に関する困り事やニーズに対応するため、都内部の組織の在り方自体の改革などもあわせて取り組んでいくべき。
高齢化している都営住宅で、例えば、単身高齢者が老後も安心して暮らせる環境の新しいモデルを作るということも、一つの方向性としてあるの
ではないか。

（齊藤先生）使える既存住宅とこのままでは使えない住宅がある中で、その質の見える化を図るため、国がつくっている「安心Ｒ住宅」の東京
版のような仕組みを整備し、見える化していくことが重要。
大きな団地型マンションの部分的建替えなど、住宅政策、まちづくり、福祉政策が連携した新たな東京型のモデルの構築が必要ではないか。＜

（都民目線・居住者視点）

 外国人を含めた全ての都民東京に住むすべての人に対して、ライフステージや暮らし方の変化
を捉え、地域社会の中で安心して暮らし続けられるための必要な情報や施策を確実に届ける
ことで、住宅の質や価格なども含め様々な面から安心して住宅を確保できることが重要

0730幹部レク
「外国人を含めた」は言わなくていいのではな
いか。「東京に住むすべての人」など要修文

ＵＲ、ＪＫＫ、事業者
都市再生機構、東京都住宅供給公社、民間事

業者

住宅価格問題に関するニュアンスが全くなくて
よいか。直接的に入れなくても、伝わるような
言葉があった方がいいのではないか。（齊藤）

全国計画ではヒト・モノの他に仕組み（プレイ
ヤー）が書かれている。行政計画なので、行政
の仕組みとして、あるいは支援の仕組みとして、
今とは違った形で、今より進化した形を示して
ほしい。（大月）

0804大月先生
・都民目線は、「Well-being」の視点というこ
とではないか。
・都営住宅などの公的資源・リソースの活用は、
全体を通底する考え方、多様な政策手法の一つ
として提示するべき。
・「新たな転換」ではなく「柔軟な転換」の方
が意味が通じる。（必要に応じて、柔軟に構造
や仕組みを変えていく）

（大月先生）都営住宅団地は、広い敷地など近傍に比べ豊かな空間資源を有しており、それらを地域住民の住生活の向上のために活
用する観点から、団地の環境全体を適切に評価し改善する仕組みが必要。
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（参考）現行住宅マスタープランについて
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第７次 東京都住宅マスタープラン（現行）

2022（令和４）年３月策定 計画期間：2021-2030

新たな日常に対応した住宅の普及 など

安全で健康に暮らせる住宅や生活支援施設の
整備等の促進 など

より困窮度の高い都民への都営住宅の的確な
供給 など

既存住宅を安心して売買等ができる市場の整備 など

マンションの適正な管理の促進 など

【10の目標】

住宅のゼロエミッション化 など

子育て世帯向け住宅の供給促進 など

地震に対する住宅の安全性の向上 など

区市町村による空き家の実態把握と計画的な
対策の推進 など

良質な家づくりの推進 など

マンションの適正な管理の促進 など

良好な地域コミュニティの実現 など

新たな日常に対応した住まい方の実
現

目標１

脱炭素社会の実現に向けた住宅市街
地のゼロエミッション化

目標２

住宅確保に配慮を要する都民の居住
の安定

目標３

住まいにおける子育て環境の向上目標４

高齢者の居住の安定目標５

災害時における安全な居住の持続目標６

空き家対策の推進による地域の活性
化

目標７

良質で住宅を安心して選択できる市場
環境の実現

目標８

安全で良質なマンションストックの形成目標９

都市づくりと一体となった団地の再生目標10

東京都住宅マスタープラン（2022（令和４）年３月）

✓ 住宅政策全体の目標を「全ての都民が、その世帯構成に応じて、良好な住環境の下で、ゆとりある住生活を

享受するに足りる住宅を確保」に据え、「成長の視点を取り込んだ施策の展開」と「社会の成熟化に対応した

施策の強化」を方針としている。

✓ 10の目標に沿って、具体的な施策展開の方向を示している。
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現行住宅マスタープランに定める目指す2040年代の姿

目標１ 新たな日常に対応した住まい方の実現

◼ 都民の住生活にＤＸが浸透し、住まいの安全性・快適性がＩｏＴの活用等により
向上するとともに、職住一体・近接や在宅学習の環境が整備され都民のニーズに対
応して住宅での時間を楽しめる住まい方が実現している。

◼ 住宅に関わる様々な手続がオンラインで、ワンストップで完了できるようになっている。

目標２ 脱炭素社会の実現に向けた住宅市街地のゼロエミッション化

◼ ゼロエネルギー住宅（ＺＥＨ）など、省エネルギー性能が高く、再生可能エネル
ギーを利用した住宅が広く普及している。

◼ 太陽光発電設備等が広く設置され、再生可能エネルギーの地産地消が進むことで、
都市のレジリエンス向上にも寄与している。

◼ ゼロエミッション化に向けて、電気自動車の充電設備などのインフラ整備が進み、緑
豊かな住宅市街地が形成されている。

目標３ 住宅確保に配慮を要する都民の居住の安定

◼ 年齢、障害、性的指向等を理由とした入居制限を受けず、誰もが自ら住まいを選
択し、いきいきと自分らしく生活している。

◼ 住宅確保に配慮を要する都民の公共住宅等や民間賃貸住宅への入居が進み、
社会から孤立することなく世帯の人数や構成にふさわしい住宅で暮らしている。

目標４ 住まいにおける子育て環境の向上

◼ 子育て世帯が世帯の人数や構成、ライフスタイルなどに応じた規模や性能を持った
住宅で暮らしている。

◼ 多様な子育て支援施設が整備されるとともに、各々のニーズに応じて近居や多世代
同居が進むなど、子育て世帯が地域のコミュニティの中で、子育てを楽しみながらいき
いきと暮らしている。

目標５ 高齢者の居住の安定

◼ 住宅のバリアフリー化や断熱性能の向上が図られ、高齢者の多様なニーズに応じ、
安全で健康に生活できる住宅が普及している。

◼ 地域包括ケアシステムの構築に加え、各々のニーズに応じた近居や多世代同居の
実現などにより、在宅高齢者が的確な支援や介護を受け、社会から孤立することな
く住み慣れた地域で安心して住み続けることができている。

目標６ 災害時における安全な居住の持続

◼ 都民が住宅の耐震化やハザードマップの情報などについて理解して、自ら防災に関
心を持って暮らしている。

◼ 大規模な地震や風水害に対し、ハード・ソフトの両面において災害に強い住宅・住
宅市街地が形成されている。

目標７ 空き家対策の推進による地域の活性化

◼ 住宅所有者の意識が高まり、行政、企業、ＮＰＯなどから適切な支援を受け、住
宅が長期間、空き家として放置されず、空き家となった際も早期の段階で円滑に流
通・活用等が図られるようになっている。

◼ 空き家が、都市問題として顕在化することなく、地域のニーズや所有者の意向を踏
まえた様々な用途に有効活用されるとともに、周辺の生活環境に悪影響を及ぼす
空き家の適切な除却等がなされることにより、地域の活力が維持されている。

目標８ 良質な住宅を安心して選択できる市場環境の実現

◼ 都民のニーズに応じた多様で良質な住宅が供給され、住宅を「つくっては壊す」社会
から「長く大切に使う」社会に転換している。

◼ 住宅の性能や改修履歴等に関わる情報が分かりやすく提供され、都民が必要な情
報をワンストップで入手することができている。

◼ 住宅生産においてＤＸ等が進展し、設計や施工の効率化や建設技能の円滑な継
承が進んでいる。

目標９ 安全で良質なマンションストックの形成

◼ 地域の特性に応じた安全で良質なマンションストックが形成され、マンションに暮らす
多様な都民が都市の利便性や快適性を享受しながら豊かな住生活を営んでいる。

◼ マンション内のコミュニティはもとより、マンションと地域との良好な関係が築かれており、
災害時にも相互に助け合う体制が整い、管理組合が中心となって防災対策に取り
組むなど、マンション居住者が安心していきいきと暮らしている。

目標10 都市づくりと一体となった団地の再生

◼ 団地に多様な世代が生活するとともに、様々な人が集い、交わる居場所が創出さ
れることで、団地や団地を核とした地域のコミュニティが活性化している。

◼ 団地の建替え等に併せたまちの再生や、建替え等による創出用地のまちづくりへの
効果的な活用により、東京の魅力・活力の向上に資する都市機能が集積した拠点
や、生活支援機能が整った誰もが暮らしやすい生活の中心地が形成されている。
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現行住宅マスタープラン 政策指標の進捗状況①

目標 政策指標 策定時 進捗状況

１

新
た
な
日
常
に
対
応
し
た

住
ま
い
方

新たな日常に対応した住まいの情報を発信
ウェブサイトを構築
（2022年度）

ー ウェブサイトを構築

都営住宅の募集に係る手続のうち、オンラインで行
うことができる手続の割合

100%
(2026年度末)

0.0%
(2020年度末)

原則全ての募集でオンライン申請可
(2022年度末)

宅地建物取引業法手続のうち、オンラインで行う
ことができる手続の割合

100%
(2026年度末)

9.1%
(2020年度末)

100%
(2024年度末)

公社住宅におけるWiFi環境、宅配ボックス、タッ
チレスエレベーターのいずれかが整備された住宅

150住宅
(2030年度末)

46住宅
(2020年度末)

211住宅
(2025年度末)

2 

脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
向
け
た

住
宅
市
街
地
の

ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
化

エネルギー消費量の削減率（2000年比）※
50%

(2030年)
25.4%

(2019年速報値)
28.6％

（2024年度）

家庭部門における
エネルギー消費量の削減率（2000年比）

30％
（2030年）

＋2.2％
（2019年）

＋4.9％
（2024年度）

都営住宅・公社住宅における太陽光発電導入
量

約4,800kW
(2030年度末)

約2,500kW
(2020年度末)

約14,460kW
(2025年度末)

都営住宅及び公社住宅の共用部における照明
器具のＬＥＤ化

全棟
(2030年度末)

ー
都営住宅：約70％（2025年度末）

公社住宅：約67％（2025年度末）

都営住宅における国産木材使用量
約7,500㎥

(2021年度~2025年度）
約5,000㎥

(2016~2020年度累計)
約5,400㎥

(2021~2025年度累計)

3 

住
宅
確
保
に
配
慮
を
要
す
る

都
民
の
居
住
の
安
定

都内の公営住宅における空き家募集の戸数、
建替え・新規建設等の戸数の合計

171,000戸
（2021年度～2030年度）

ー
78,320戸

（2021～2024年度）

創出用地のうち、福祉インフラ整備への活用が
見込まれる候補地の提供面積

30ha
（2024年度末）

約27ha
(2020年度末)

約32ha
（2021～2024年度）

公社住宅における高齢者世帯や子育て世帯等を
対象とした入居支援制度を利用して入居した戸
数

18,000戸
（2021年度～2030年度累計）

ー
10,662戸

（2025年度末）

居住支援協議会を設立した区市町村の人口カ
バー率

95％
（2030年度末）

74.3%
(2020年度末)

90.0％
（2025年度末）

東京ささエール住宅の専用住宅の戸数
3,500戸

（2030年度末）
598戸

(2020年度末)
1,148戸

（2025年度末）

※東京都環境基本計画が改定され、家庭部門におけるエネルギー消費量の削減目標に変更 90



現行住宅マスタープラン 政策指標の進捗状況②

目標 政策指標 策定時 進捗状況

４

住
ま
い
に
お
け
る
子
育
て

環
境
の
向
上

子育て支援住宅認定制度に基づく認定住宅の
戸数
※東京こどもすくすく住宅の認定戸数（集合住宅）

10,000戸
（2030年度末）

1,618戸
（2021年12月）

11,657戸
（2025年度末）

子育て世帯向け公共住宅の募集数
35,000戸

(2021年度～2030年度)
―

21,054戸
（2025年度末）

都営住宅・公社住宅の建替えに伴う創出用地の
うち、福祉インフラ整備への活用が見込まれる候
補地の提供面積

30ha超
(2024年度末)

約27ha
(2020年度末)

約32ha
（2021～2024年度）

５

高
齢
者
の
居
住
の
安
定

高齢者が居住する住宅のうち、一定のバリアフリー
性能及び断熱性能を有する住宅の割合

25％
(2030年度)

参考値（全国）

17％
(2018年度)

15.2%
（2023年）

サービス付き高齢者向け住宅等の供給戸数
33,000戸

（2030年度末）
22,819戸

（2020年度末）
24,412戸

（2025年度末）

都営住宅における居場所の創出
（東京みんなでサロンの実施）

100か所
（2021年度～2030年度）

―
105か所

（2025年度末）

都営住宅・公社住宅の建替えに伴う創出用地の
うち、福祉インフラ整備への活用 が見込まれる
候補地の提供面積

30ha超
(2024年度末)

約27ha
(2020年度末)

約32ha
（2021～2024年度）

６

災
害
時
に
お
け
る
安
全
な
居

住
の
持
続

住宅の耐震化率
耐震性が不十分な
住宅をおおむね解消
（2025年度末）

92.0％（新耐震基準）
（2019年度末）

93.4％（新耐震基準）
（2024年度末）

都営住宅の耐震化率
100％

（2025年度末）
96.6％

（2020年度末）
99.5％

（2025年度末）

整備地域全28地域のうち不燃領域率70％以上
の地域数

全地域
（2030年度末）

４地域
（2016年度）

６地域
（2024年度末時点）

応急仮設住宅等の提供に係る訓練に参加した団
体数

延べ250団体
（2021年度～2030年度の10年間）

―
223団体

（2021年度～2025年度）
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（５戸）を含む



現行住宅マスタープラン 政策指標の進捗状況③

目標 政策指標 策定時 進捗状況

７

空
き
家
対
策
の
推

進
に
よ
る
地
域
の
活

性
化

その他空き家の住宅総数に占める割合
これ以上増やさない

（2030年）
2.31％

（1999年～2018年の平均値）

2.61%
（2023年）

空家等対策計画を策定した区市町村の
全区市町村に対する割合

100%
（2030年度末）

62.9％
（2020年度末）

71%
（2024年度末）

区市町村の取組により除却等がなされた
管理不全空き家数

15,000物件
(2021年～2030年）

約6,600物件
（2015年5月～2020年３月）

4,962物件
（2021～2024年度）

８

良
質
な
住
宅
を
安

心
し
選
択
で
き
る
市

場
環
境
の
実
現

認定長期優良住宅のストック数
約170,000戸

（2030年度末）

約７万７千戸
（2020年度末）

約118,300戸
（2024年度末）

住宅性能に関する情報が明示された
住宅の既存流通に占める割合

50%
（2030年度）

20％
（2020年度）

25.7%
（2024年度）

リフォームの年間実施戸数
約26万戸

（2030年度）

約15万戸
（2018年度）

約16万戸
（2023年度）

９

安
全
で
良
質
な
マ
ン
シ
ョ

ン
ス
ト
ッ
ク
の
形
成

30年以上の長期修繕計画に基づく修繕積立金
額を設定している分譲マンション管理組合の割合

80%
（2030年度末）

68.1％
（2021年１月時点）

73.7%
（2025年12月）

管理状況の届出を行った要届出マンションの割合
100%

（2030年度末）

67.8％
（2020年度末）

96.5％
（2025年度末）

マンション再生まちづくり制度適用地区内において
再生に係る決議等の手続を行った管理組合数

20管理組合
（2030年度末）

１管理組合
（2020年度末）

１管理組合
（2025年度末）

マンションの耐震化率
耐震性が不十分な住宅を概ね解消

（2025年度末）

94.4％
（2019年度末）

94.9％
（2024年度末時点）

10 

都
市
づ
く
り
と
一
体
と
な
っ

た
団
地
の
再
生

都営住宅の創出用地における民間活用事業の実
施数

10か所
（2021年度～2030年度）

―
3か所

（2026年4月）

都営住宅における居場所の創出
（東京みんなでサロンの実施）

100か所
（2021年度～2030年度）

―
105か所

（2025年度末）

都営住宅で移動販売サービスを実施する箇所数
100か所

（2030年度末）
―

129か所
（2025年度末）

都営住宅・公社住宅の建替えに伴う創出用地の
うち、福祉インフラ整備への活用 が見込まれる
候補地の提供面積

30ha超
（2024年度末）

約27ha
（2020年度末）

約32ha
（2021～2024年度）
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